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1.序論 
 
 「コミュニケーション」という言葉が一般化して久しいが、この語の原義はどのようなもので
あろうか。国語辞典1によれば、「言葉による意思・思想などの伝達」と「通信・報道」の 2 つの
意味がある。コミュニケーションは、一般的には個人同士による会話として捉えられやすい。し
かし、この定義の前者、後者は共に会話レベルに留まらないものであり、また「情報を流通させ
ること」という共通点を持っている。 
 一方、コミュニケーションに関する学術的な見解はどのようなものであろうか。川島（2008）
は、竹内・田村（1989）を基に広義のコミュニケーションを構成する 3つの要素について以下の
ようにまとめている。 
1 つ目は「パーソナル・コミュニケーション」で、個人同士、または小グループ内での情報の
伝達を指す。これには会話のほか、電話、手紙といったメディアが用いられる。2 つ目は「マス・
コミュニケーション」で、不特定多数の人々への情報伝達を指す。日本においては、民間放送局
の 5大ネットワーク2と NHKによる地上波テレビ放送や全国紙がこれを担っている。 
そして、上記の 2つの間に位置する 3つ目の要素が「中間範域のコミュニケーション」である。
これを言い換えるならば、ある特定の人々への情報の伝達であり、地域メディアがこれを担って
いる。地域メディアは、県レベルでは県域紙や県域放送（AM・FMラジオ、テレビ）、市町村レ
ベルではケーブルテレビやミニコミ誌がそれぞれ該当する。 
ここで、放送サービスの特性について触れておきたい。テレビやラジオの放送サービスは、人々
に与える影響が大きいため、一般的には公共的性格が強いとされている。また、経済学的に考え
ても「公共財（public goods）」としての特徴を備えている。公共財とは、消費において非排除性
と非競合性をもつ財（モノもしくはサービス）のことである。非排除性とは、ある個人にその財
が購入されたとしても、他の者がそれを消費することを妨げられないことである。放送サービス
の場合、ある個人が放送サービスの受信契約を行い、そしてテレビやラジオの端末で放送電波を
受信しているとき、その個人以外の人々（家族や友人など）が番組を視聴・聴取するのを妨げる
ことはできない。一方、非競合性とは、ある財の消費された部分を他の者が再度消費できること
である。これは、他の財を消費する主体は個人に限られているのに対し、番組を視聴・聴取する
主体は個人でも複数人でも良いということである。すなわち、番組を複数人が視聴・聴取しても、
番組の効用は個人で視聴・聴取する場合と同一である。 
全国紙や地上波テレビ放送といったマスメディアは、全国向けの情報を多く伝達する一方、各
地域の情報はあまり扱っていない。そこで、ケーブルテレビなどの地域メディアは、マスメディ
アが提供し切れていない地域情報を伝達しているのである。新聞を例にとると、日本やフランス
では全国紙のシェアが高いが、アメリカやドイツなどのように地方紙の方が人々に支持されてい
る国々は多い。どちらの状況が望ましいのかは一概には言い切れないが、「自治の原点である共同
体（コミュニティ）が自治の実行を保障するためには自らのメディアを持つことは欠かせない」3
という意見もある。筆者の意見としては、地域の意見を示すには、その地域の人々が自ら参加す
                                                   
1 金田一京助他編『新明解国語辞典 第四版』（三省堂・1994年）p.450より引用。 
2 日本において地上波テレビ放送を行っている民間放送局のネットワークの成立過程については 2で述べる。 
3 岡村（1993）p.174より引用。 
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る、地域に固有なメディアが必要である。その「地域に固有なメディア」こそ、ケーブルテレビ
などの地域メディアである。 
特に、地上波テレビの広域放送エリアである関東、東海、近畿の 3地方においては、地域メデ
ィアの役割は重要なものである。広域放送エリアとは、5 大ネットワークを形成している民間放
送局が複数の都府県にまたがって放送を行っている地域のことである。こうした地域の放送局の
番組では、本社がある東京・名古屋・大阪の 3大都市についての話題が中心に取り上げられるこ
とが多い。一方、3 大都市の周囲に位置する地域の話題はあまり取り上げられない傾向にある。
そこで、ケーブルテレビのような地域メディアが、そうした地域についての情報の流通を担って
いるのである。また、Yan and Napoli（2006）でも述べられているように、放送局が地域ニュー
スや公的事情についての番組を供給することは、人々の情報的なニーズと地域社会の関心に応え
ることにつながるのである。 
ケーブルテレビは、当初は地上波テレビ放送の難視聴対策として誕生したメディアであった。
しかし、誕生から 10年足らずの 1960年代には空きチャンネルを利用した自主放送を行い、地域
情報を流通させていたのである。現在でも、多くのケーブルテレビ事業者が自主放送のコミュニ
ティチャンネルで、自治体からの告知、地域の店舗などのスポット紹介、地域のイベント中継、
住民制作ビデオといった地域情報番組を放送している。また、情報技術の発達に伴い、ケーブル
テレビは放送サービスだけではなく、電話やインターネット接続といった通信サービスも提供す
る存在になった。 
一方、情報技術の発達により、地域情報の流通形態は多様化してきた。例えば、地方自治体か
らの告知は、従来からの回覧板や広報誌、ケーブルテレビで放送される広報番組だけではなく、
自治体自身のホームページ、twitter や facebook といったソーシャル・メディアなどでも行われ
るようになった。また、自治体の広報番組がインターネット上で配信されるケースも増加しつつ
ある。そして、住民が参加できるメディアとして、インターネット上の動画サイトやコミュニテ
ィ FMなども台頭してきている。 
果たして、ケーブルテレビは将来においても地域情報の流通を担うことができるのであろうか。
本論文は、このような意識に基づいて議論を深めていくものである。2 では、ケーブルテレビが
補完してきたサービスである、日本の地上波テレビ放送の歴史的経緯を振り返る。3 では、日本
におけるケーブルテレビ産業の現状について整理する。そして、4 ではケーブルテレビ事業者へ
のインタビュー、5 では地域住民へのアンケート調査のそれぞれの結果を提示し、それを基にし
て地域情報の「送り手」と「受け手」の実像を明らかにする。そして、6 では前章までの議論を
踏まえて地域情報の需給関係について考察し、7で結論を述べる。 
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2.日本における地上波テレビ放送の歴史的経緯 
 
 ケーブルテレビは、先述のように地上波テレビ放送の難視聴を解消するメディアとして誕生し
た。言い換えれば、地上波テレビを補完する存在として出発した事業なのである。そこで、ここ
では地上波テレビ放送の歴史について整理しておきたい。 
 
2-1.日本における放送事業の成立～テレビ放送の開始～ 
 戦前の日本における放送事業者は、1926年に発足した社団法人日本放送協会のみであった。し
かし、放送事業者が単一であったことは、太平洋戦争当時の軍部による情報統制につながった。
そこで、戦後の GHQによる民主化の一環として、放送制度の改革が行われた。電波法、放送法、
電波監理委員会設置法のいわゆる電波三法が 1950 年に制定されたことにより、現在につながる
NHKと民間放送局の二元体制が確立した。 
NHK は、戦前の社団法人日本放送協会から事業を引き継いだ特殊法人日本放送協会の略称で
ある。放送法第 15条4により、あまねく全国に放送サービスを提供することを義務づけられてお
り、受信料による収入で事業を行っている。一方、民間放送局は、放送法上では基幹放送事業者
として位置づけられ、事業の開始にあたっては総務省への放送対象地域の申請が求められている。
つまり、地域社会を基盤として放送サービスを行う存在なのである。また、番組とともに広告を
放送することで、広告主から収入を得るというビジネスモデルを採用している。 
放送制度が整ったこともあり、電波三法の制定の翌年である 1951 年には、民間放送局による
ラジオ放送が開始された。この年に放送を行ったのは、名古屋に開局した中部日本放送（CBC）、
大阪の新日本放送（後の毎日放送・MBS）、そしてラジオ東京（略称 KRT、後の東京放送・TBS）
の 3局であった。この動きをきっかけに、全国各地で民放ラジオ局が開局していくのである。 
そして、1953年の 2月にNHK東京放送局が、8月に日本テレビ放送網（NTV）がそれぞれテ
レビ放送を開始した。さらに、1955 年 4 月には KRT、1956 年 12 月には CBC と大阪テレビ放
送（略称 OTV、後の朝日放送・ABC）もテレビ放送を開始するに至った。これ以降、既に開局
していた民放ラジオ局を中心に、全国各地でテレビ放送が開始されていくことになった。 
 
2-2.地上波テレビ放送のネットワーク化～全国放送網の形成～ 
 先述のように、民間放送局は地域ごとに設立された。つまり、NHK のように全国に取材拠点
を持っていなかったのである。地域ニュースならば自主制作が可能であったが、全国ニュースを
制作・放送するには他の地域の放送局と協力する必要があった。そこで、東京の TBS がニュー
ス映像の交換を目的としたネットワークである JNN（Japan News Network）を 1959年に結成
した。これに倣い、日本テレビを中心としたNNN（Nippon News Network）、フジテレビの FNN
（Fuji News Network）、テレビ朝日の ANN（All-nippon News Network）、テレビ東京の TXN
（TX Network）といった放送ネットワークが次々に結成されていった。 
 しかし、ネットワークの目的は、民間放送が持つ広告放送としての性質によって次第に変化し
                                                   
4 放送法第 15条の条文は、「協会は、公共の福祉のために、あまねく日本全国において受信できるように豊かで、かつ、良い
放送番組による国内基幹放送（国内放送である基幹放送をいう。以下同じ。）を行うとともに、放送及びその受信の進歩発達に
必要な業務を行い、あわせて国際放送及び協会国際衛星放送を行うことを目的とする。」となっている。 
＜「放送法」（http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S25/S25HO132.html）より抜粋。＞ 
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ていく。広告放送の場合、番組と共に放送される CM（Commercial Message）の価値は CMを
見る視聴者の数に比例する。このことから、在京キー局が制作した番組を、ネットワークに加盟
する放送局に流すことで視聴者を拡大し、それによって広告主からの収益を増加させるというビ
ジネスモデルが重視されるようになった。こうして、日本における民間放送局のネットワークは、
在京キー局の番組を流す全国放送網に変化していったのである。異なる県の放送局であっても、
所属しているネットワークが同じであれば番組の構成に大きな差はないという状況にある。 
また、ローカル番組は全国ネットの番組の補完するために制作される程度に留まっている。下
の表 2-1 は、ネットワークに加盟し、かつ放送エリアが広域である地上波テレビ局が放送してい
る地域情報番組の一覧である。この表を見ると、ほとんどの番組はプライム・タイムに放送され
ず、また 1回当たりの放送時間も 5分程度であることがわかる。こうした番組は、他のものに比
べて目立つとは言い難い。 
 
表 2-1・地上波テレビ・広域放送エリアにおけるネットワーク加盟局による地域情報番組（2014年 1月現在） 
都府県名 番組名 放送局 放送時間 内容 
茨城 磯山さやかの旬刊!いばらき テレビ朝日 金・10:25～10:30※1 観光スポット等の紹介 
東京 東京サイト テレビ朝日 月～金・13:55～13:59 都の取り組みの紹介 
TOKYOマヨカラ! テレビ東京 金・1:30～1:45 若者同士の討論 
すなっぷ テレビ東京 水・19:55～20:00 地域の取り組みの紹介 
愛知 SKE48のあいちテル! 東海テレビ 土・17:26～17:30 県の取り組みの紹介 
クリック!あいち 中京テレビ 金・22:54～23:00※2 県のイベント等の紹介 
※1・30秒のダイジェスト版放送あり（毎週火曜日～木曜日の 17:50～18:00、金曜日 9:56ごろ） 
※2・再放送あり（毎週土曜日 5:25～5:30） 
 
他の国、例えばアメリカにもテレビ局のネットワークは存在するが、それは各地域のテレビ局
の連鎖によって成り立っているものである。ニューヨークやロサンゼルスといった大都市圏以外
の地域のテレビ局は事業規模が小さいため、自社制作番組だけでは放送時間が不十分になってし
まうことが多い。そこで、ABCや CBSといったネットワーク会社が、番組をネットワーク加盟
局に提供し、加盟局の経営を支えているのである。こうした放送ネットワークと日本のそれを比
べると、日本における東京への一極集中体制がより際立ってくる。 
 一方、日本にはネットワークに所属していない独立放送局も存在する。「全国独立放送局協議会」
に所属する、テレ玉（テレビ埼玉）、三重テレビ、サンテレビ（兵庫県）などの 13社がそれであ
る。各局とも、行政の広報番組、地域ニュースやスポーツ中継などの番組を放送しているほか、
番組の共同制作5も活発に行っている。しかし、広告主からの広告料を決定する指標である視聴率
の調査（ビデオリサーチ社による）では、独立放送局は衛星放送、ケーブルテレビなどと共に「そ
                                                   
5 首都圏の５つの独立放送局（とちぎテレビ、群馬テレビ、テレ玉、チバテレ、tvk）は、2011年に「5いっしょ 3ちゃんねる」
という共同プロジェクトを開始した。2013年現在では、平日 23時台のバラエティ番組の相互ネット、高校野球・秋季関東大
会のダイジェスト番組の共同制作などが行われている。 
「５いっしょ３ちゃんねるーとちぎテレビ」（http://www.tochigi-tv.jp/weblog/?contents=259） 
「テレ玉・ニュースリリース 2013年 10月 8日」（http://www.teletama.jp/newsrelease/pdf/13100801.pdf） 
5 
 
の他の局」として合算されている6。そのため、正確な視聴率が把握されず、広告料がネットワー
ク加盟局に比べて伸び悩んでいると思われる。 
なお、下の表 2-2・2-3・2-47は、関東・東海・近畿の 3地方を事業エリアとする民放テレビ局
を示したものである。 
 
表 2-2・関東地方を放送エリアとする民放テレビ局 
都県 NNN JNN  FNN  ANN TXN 独立局 
東京 日本テレビ TBSテレビ 
 
フジテレビ テレビ朝日 テレビ東京 TOKYO MX 
茨城 ― 
栃木 とちぎテレビ 
群馬 群馬テレビ 
埼玉 テレ玉 
千葉 チバテレ 
神奈川 tvk 
 
表 2-3・東海地方を放送エリアとする民放テレビ局 
県 NNN JNN  FNN ANN TXN 独立局 
愛知 中京テレビ CBCテレビ 
（中部日本放送） 
 
東海テレビ メ～テレ 
（名古屋テレビ） 
テレビ愛知 ― 
岐阜 ― ぎふチャン 
三重 ― 三重テレビ 
 
表 2-4・近畿地方を放送エリアとする民放テレビ局 
府県 NNN JNN  FNN ANN TXN 独立局 
大阪 読売テレビ MBSテレビ 
（毎日放送） 
 
関西テレビ ABCテレビ 
（朝日放送） 
テレビ大阪 ― 
京都 ― KBS京都 
兵庫 ― サンテレビ 
滋賀 ― びわ湖放送 
奈良 ― 奈良テレビ 
和歌山 ― テレビ和歌山 
 
 
 
 
 
                                                   
6 ビデオリサーチ社・ホームページの「よくある質問」では、『BS 放送・CS 放送・ケーブルテレビ等の視聴率も測定し(メト
ロポリタン等の県域 U局も)、「その他の局」として合算して集計しております。』とある。 
（http://www.videor.co.jp/faq/index.htm#a_rating） 
7黒山（2011）p.5の図と日本民間放送連盟（2007）p.339の図を参考に作成。 
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3.日本におけるケーブルテレビ産業の現況 
 
3-1.日本におけるケーブルテレビ市場の規模 
日本のケーブルテレビは、1955年に地上波テレビ放送の難視聴を解消するために誕生した。現
在では、放送サービスだけではなく通信サービスも提供する存在になっている。なお、日本にお
けるケーブルテレビの成立過程については、巻末の補論を参照されたい。 
では、現在の放送市場においては、ケーブルテレビはどのような位置を占めているのであろう
か。ここでは、情報通信総合研究所（2012）8のデータを用いてそれを明らかにしたい。 
下の表 3-1 は、2011 年度の日本における放送市場の規模を示したものである。また、グラフ
3-1 は各事業者が占める市場シェアを示している。これを見ると、地上系の放送事業者の収入規
模（2 兆 2,502 億円）は、放送市場の規模の約 6 割に達していることがわかる。一方、ケーブル
テレビ事業者の収入規模（5,177億円）は放送市場全体から見ると、NHKと衛星系事業者のそれ
ぞれのシェアの間である 13％に過ぎないのである。 
 
表 3-1・放送市場の規模（2011年度） 
事業者 市場規模（億円） 
NHK 6,935 
地上系事業者 22,502 
衛星系事業者 4,490 
ケーブル事業者 5,177 
合計 39,104 
 
グラフ 3-1・放送市場の事業者別シェア（2011年度） 
 
 
 地上系事業者の優位は、広告収入の規模のデータではより顕著に表れている。7ページの表 3-2
は、2011年度の放送事業者別の広告収入の規模を表したものである。また、グラフ 3-2は広告収
入の事業者別のシェアを表している。なお、このデータでの「衛星系事業者」は、衛星放送事業
                                                   
8 情報通信総合研究所編『情報通信データブック 2013』（NTT出版・2012年）。なお、4-1の表とグラフは、全てこのデータ
をもとに筆者が作成したものである。 
NHK 
18% 
地上系 
事業者 
58% 
衛星系 
事業者 
11% 
ケーブル 
事業者 
13% 
日本の放送市場シェア（2011年度） 
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者だけではなく、ケーブルテレビ事業者と文字放送事業者も含んでいる。 
 これらのデータを見ると、日本の広告放送による収入の約 9 割（1 兆 7,237 億円）が地上波テ
レビ放送によって占められていることがわかる。一方、ケーブルテレビを含めた衛星系事業者に
よる広告収入は全体の 5％である 891億円に留まっている。衛星系事業者と文字放送事業者のデ
ータを含めてもこの水準なので、ケーブルテレビ単独での広告収入の規模はより小さいことがわ
かる。 
 
表 3-2・放送事業者の広告収入規模（2011年度） 
事業者 広告収入（億円） 
地上系テレビ 17,237 
地上系ラジオ 1,247 
衛星系事業者 891 
合計 19,375 
 
グラフ 3-2・放送事業者の広告収入シェア（2011年度） 
 
 
 上記の 2つのデータから、日本の放送市場においては地上波放送の事業者の存在に比べて、ケ
ーブルテレビ事業者のそれは小さいことがわかった。では、有料放送市場でのケーブルテレビの
存在はどうであろうか。次のページの表 3-3 は、日本における 2011 年度の有料放送の契約者数
を表したものである。また、グラフ 3-3 は有料放送の契約者数のシェアを示している。このデー
タでの「スカパー!」はスカパーJSAT社9の放送サービスの契約者数の合計、「WOWOW10」はア
ナログとデジタルの契約数の合計、「ケーブル」はケーブルテレビ事業者の多チャンネル放送サー
ビスの契約数の合計をそれぞれ表している。 
 このデータを見ると、ケーブルの契約数は 7,940であり、全体の 55％を占めていることがわか
る。これは、衛星放送の大手事業者である「スカパー！」や「WOWOW」よりも多い。つまり、
ケーブルテレビは多チャンネル放送を視聴する手段として支持を受けているのである。 
                                                   
9 2008年に、有料多チャンネル放送事業を行っていた「スカイパーフェクトコミュニケーションズ」と、衛星事業を手掛けて
いた「JSAT」・「宇宙通信」が合併して設立された衛星放送事業者。 
10 1984年に「日本衛星放送」として設立された衛星放送事業者。現在は、「WOWOWプライム」・「WOWOWシネマ」・「WOWOW
ライブ」の 3つのチャンネルを用いて放送を行っている。 
地上系 
テレビ 
89% 
地上系 
ラジオ 
6% 
衛星系 
事業者 
5% 
放送事業の広告収入シェア（2011年度） 
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 こうして放送市場に関するデータをひも解くと、ケーブルテレビは地上波テレビ放送と比較す
ればその存在は小さいものの、有料放送市場においては広く支持を受けているといえる。 
 
表 3-3・有料放送の契約数（2011年度） 
事業者 契約数 
スカパー！ 3,814 
WOWOW 2,548 
ケーブル 7,940 
合計 14,302 
 
グラフ 3-3・有料放送の契約数のシェア（2011年度） 
 
 
3-2.ケーブルテレビと地上波テレビ放送・衛星放送との相違点 
ここで、ケーブルテレビと地上波テレビ放送、衛星放送の相違点についてまとめておきたい。
次ページの表 3-4は、地上波テレビ放送、衛星放送とケーブルテレビを 5つの項目にわたって比
較し、その相違点をまとめたものである。なお、BS は Broadcasting Satellite（放送衛星）の、
CSは Communications Satellite（通信衛星）のそれぞれ略称である。衛星放送が開始された当
初は、放送業務には BSを用い、長距離電話などの通信業務に CS を用いていた。しかし、1992
年の放送法改正によって CS も放送業務に用いることができるようになったことから、現在では
BSと CSの違いは事実上存在しない。 
 まず、それぞれの事業主体を見ておきたい。地上波テレビは、放送法に定められた特殊法人で
あるNHKと株式会社である民間放送局がそれぞれ行う事業である。衛星放送も同様で、BS1と
BSプレミアムの 2チャンネルを持つ NHK、民間放送局が事業を行っている。一方、ケーブルテ
レビも株式会社が多いものの、地方公共団体が事業を行っているケースも散見される。総務省が
2013 年 10 月に発表したデータ11によれば、日本のケーブルテレビ事業者のうち、株式会社が占
める割合は 57.4%（313 事業者）であるが、地方公共団体も 37.2%（203 事業者）を占める。な
お、株式会社の一形態で、地方公共団体などの公的部門が出資を行っている第三セクター方式の
                                                   
11 データの出典は「ケーブルテレビの現状」（2013年 10月・総務省 情報流通行政局 地域放送推進室）による。 
（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/pdf/catv_genjyou.pdf） 
スカパー！ 
27% 
WOWOW 
18% 
ケーブル 
55% 
有料放送の契約数（2011年度） 
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ケーブルテレビ事業者が占める割合は、全体の 40.2%（219事業者）であった。 
 
表 3-4・ケーブルテレビ・地上波テレビ放送・衛星放送の相違点 
比較項目 地上波テレビ放送 衛星放送 
（BS・CS） 
ケーブルテレビ 
（コミュニティチャンネル） 
事業主体 特殊法人（NHK） 
株式会社（民間放送） 
特殊法人（NHK-BS） 
株式会社（民間放送） 
株式会社（営利法人、第三セクター）、 
地方公共団体など 
収益モデル 受信料（NHK） 
広告収入（民間放送） 
受信料（NHK-BS） 
広告収入＋課金（民間放送） 
加入者への課金 
事業エリア 日本全国（NHK） 
都道府県単位（民間放送） 
日本全国 
 
市町村単位 
番組の制作主体 自社、系列局、 
制作プロダクション 
自社、地上波キー局（BS）、 
制作プロダクション 
自社、近隣・系列のケーブル局、 
制作プロダクション、視聴者 
番組編成の特徴 総合編成 
（ニュース、ドラマなど） 
総合編成（BS） 
専門的編成（CS、一部 BS） 
総合編成 
（市町村広報、地域ニュースなど） 
 
  次に、収益モデルを比較してみたい。地上波テレビでは、NHKは受信料制12をとっているが、
民間放送局は先述のように広告を番組とともに放送することで広告主から収入を得ているため、
視聴者には課金していない。衛星放送の場合は、NHK が地上波放送と同様に受信料制を採用し
ている一方、その他の民間放送局は広告放送と視聴者からの課金を収益源としている。ケーブル
テレビも衛星放送と同様に視聴者へ課金を行っているが、月額料金は視聴できるチャンネル数が
多くなるほど高くなる。13 
 事業エリアはどうであろうか。地上波テレビの場合、NHK は日本全国を放送エリアとしてい
る。一方、民間放送局は原則として都道府県単位で放送を行っているものの、5 大ネットワーク
により、在京キー局の番組を全国に放送する体制に基づいている。衛星放送は地域による事業エ
リアの制限はないが、料金を支払う視聴者のみをサービスの対象としている。一方、ケーブルテ
レビは市町村単位で事業を行っているが、MSO化14により、複数の市町村にまたがって事業を展
開する事業者が増加している。 
 番組の制作主体を見ていくと、どの放送形態であってもニュースなどは自社で制作し、ドラマ
やドキュメンタリーは外部の制作プロダクションが手掛けるケースが多い。地上波テレビの場合
は系列局が制作した番組、BS 放送の場合は地上波キー局が制作した番組をそれぞれ放送するこ
とが多い。ケーブルテレビのコミュニティチャンネルも、MSO 系の局は系列局の番組を放送す
るケースが多いが、近隣のケーブル局の番組や視聴者からの投稿ビデオを流すこともある。 
                                                   
12 2013年 12月現在、NHKの受信料（地上契約）の月額は、口座・クレジット支払いの場合は 1,225円、継続振込の場合は
1,275円である。なお、衛星放送（BS1・BSプレミアム）を視聴する場合は契約区分が「衛星契約」になる。衛星契約の場合
の受信料は、口座・クレジット支払いの場合は月額 2,170円、継続振込の場合は月額 2,220円である。 
「NHK受信料の窓口－NHK放送受信契約・放送受信料のご案内」（https://pid.nhk.or.jp/jushinryo/about_3.html） 
13 ケーブルテレビの月額料金やチャンネル数は事業者によって異なる。例えば、大手 MSOの JCNグループの場合、55チャ
ンネルが視聴できる「デジスタ」（月額 3,990円）、63チャンネルの「デジエース」（月額 4,725円）、74チャンネルの「デジマ
ックス」（月額 5,040円）の３つの料金プランがある。 
14 複数のケーブルテレビ局を運営する MSO(Multiple System Operator)が、各地の中小ケーブルテレビ局を傘下に収めていく
こと。詳しくは補論を参照されたい。 
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 番組編成の特徴を見ていくと、地上波テレビはニュース、ドラマ、スポーツなどからなる総合
編成である。衛星放送は、BSでは総合編成チャンネルが多いものの、CSでは一つの分野（映画、
ニュース、音楽など）に特化した専門的編成が中心である。ケーブルテレビのコミュニティチャ
ンネルは総合編成であるが、地域ニュースや自治体の広報、テレビショッピングなどの番組が多
い。 
 以上のような特徴をまとめると、地上波テレビ、衛星放送、ケーブルテレビのそれぞれの性格
が浮かび上がってくる。地上波テレビはNHKと民間放送局の 5大ネットワークが中心となって
放送が行われており、視聴者は NHK の受信料のみを負担すれば良い。また、チャンネルの編成
は、ニュースやドラマなどの様々な番組からなる総合編成である。衛星放送も NHK と民間放送
局によって事業が行われているが、視聴者は地上波テレビのみの場合に比べて高い料金を支払わ
なくてはならない。また、特に CSでは特定の分野の番組に特化した専門的編成が行われている。
一方、ケーブルテレビのコミュニティチャンネルは放送エリアが市町村単位であり、地上波テレ
ビや衛星放送と比較すると最も狭い。番組編成は、地域ニュースや市町村の広報番組といった自
主制作番組があるものの、事業者にとっての収益に結びつきやすいテレビショッピングも放送さ
れている。 
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4.ケーブルテレビ事業者へのインタビュー（埼玉県の事例） 
 
4-1.調査の概要 
 ここからは、地域情報の「送り手」（供給側）である埼玉県内のケーブルテレビ事業者へのイン
タビュー調査の結果について述べる。先述のように、埼玉県は地上波テレビ放送のエリアにおい
て、関東広域圏の一部に組み込まれている。関東地方では、在京キー局が地上波テレビ放送を行
っている。在京キー局の制作する番組では、東京の話題が多く取り上げられる反面、埼玉県や千
葉県といった東京近郊の地域の話題はあまり取り上げられない。つまり、埼玉県は地域情報が手
薄になりがちな地域なのである。このような地域において、ケーブルテレビによる地域情報の伝
達はどのように行われているのであろうか。この章では、このようなことを念頭に置いて議論を
展開させたい。 
 なお、埼玉県を調査の対象地域とした理由は、関東広域圏の一部であることと、ケーブルテレ
ビ事業者のグループ別の分布が比較的広いことである。下の表 4-115のように、埼玉県内のケーブ
ルテレビ事業者は大手 MSO 系、入間ケーブルテレビグループ、そして特定の MSO の傘下にな
い独立系の事業者の 3つのグループに大別される。今回は、この３つのグループの中からそれぞ
れ一社（JCN 埼玉、ゆずの里ケーブルテレビ、飯能ケーブルテレビ）を取材した。調査項目は、
「地域情報番組の概要（内容・一日当たりの放送時間・更新頻度）」、「視聴者からの意見や感想の
収集体制」、「新番組の予定」、「将来の展望」、そして「コミュニティチャンネルの番組構成比率
（2013年とそれ以前の比較）」の 5つである。 
 
表 4-1・埼玉県内のケーブルテレビ事業者の一覧 
大手MSO系 入間ケーブルテレビグループ 独立系 
ジェイコムさいたま 入間ケーブルテレビ 狭山ケーブルテレビ 
JCN埼玉 東松山ケーブルテレビ 行田ケーブルテレビ 
JCN関東 ゆずの里ケーブルテレビ 飯能ケーブルテレビ 
JCN熊谷  本庄ケーブルテレビ 
  蕨ケーブルビジョン 
  秩父ケーブルテレビ 
 
4-2.JCN埼玉 
（1）地域情報番組の内容・放送時間・更新頻度 
 JCN埼玉は、埼玉県南部の川口市と戸田市を事業エリアとし、JCN（ジャパンケーブルネット）
グループに所属している CATV 事業者である。2013年 11月現在、次ページの表 4-2のような地
域情報番組を放送している。 
「コミュニティ伝言板」は、毎日放送される文字情報番組である。静止画やテロップにより、
川口市と戸田市で行われるイベントの告知や店舗の PR などが行われている。平日は 1回当たり
15分間のものを、一日 6～9回（曜日によって回数は異なる）放送しているが、土日には 1回当
たり 30分間のものも放送される。 
                                                   
15 黒山（2011）p.14の図を一部修正。 
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「千客万来ナイスなお店」は、主に川口市や戸田市の飲食店を紹介する番組である。1 回当た
りの放送時間は 15分間で、一日当たり 1～ 2回放送される。2013年 11月に放送された回では、
川口市の鮮魚料理店「海鮮食堂まことや」が紹介された。 
 
表 4-2・JCN埼玉の地域情報番組の一覧（2013年 11月現在） 
番組タイトル 更新頻度 1回当たりの放送時間 ジャンル 
コミュニティ伝言板 不定期 15～30分 文字情報 
千客万来ナイスなお店 月 1回 15分 店舗紹介 
ふれあい川口※1 月 1回 30分 自治体広報 
 ふれあい戸田 10分 
デイリーニュース 週 5回 15分 地域ニュース 
JUMPキッズ なわとびすと選手権 月 1回 15分 ドキュメント 
ライブカメラ映像 週 5回 15分 風景映像 
※1・毎月第 1週に集中放送される（第 2週～第 4週は別番組に差し替えられる） 
 
「ふれあい川口」は、月に 1回更新される川口市の広報番組である。毎月 1週間の集中放送が
行われている。毎回異なるテーマを取り上げる「特集」、市長と市民団体関係者との対談の模様を
伝える「市長のふれあい訪問」、そして川口市内で行われるイベントなどの告知を行う「マイシテ
ィ・かわぐち」の 3 つのコーナーで構成されている。2013 年 11 月放送分の回では、「特集」で
「川口市制施行 80周年・かわぐちを知ろう（後編）」と銘打って川口市の歴史を振り返った。ま
た、「市長のふれあい訪問」では、川口市長が川口市の市民ダンスサークル「キューポラスクエア
ーズ」のもとを訪れたほか、「マイシティ・かわぐち」では川口市パスポートセンターと西川口駅
連絡室の移転、川口市御成姫（女性観光大使）コンテスト開催がそれぞれ紹介された。 
「ふれあい戸田」は、JCN埼玉だけではなく、独立放送局のテレ玉でも放送されている戸田市
の広報番組である。1 回当たりの放送時間は 10 分で、月に 1 回更新される。2013 年 11 月放送
分では、戸田市の子育て支援サービスが紹介された。 
「デイリーニュース」は、川口市・戸田市の出来事やイベントの模様など伝える 15 分番組で
ある。月曜日から金曜日の午後 6時に更新され、再放送も一日 4～5回行われている。2013年 11
月 8日（金）放送分では、「放置自転車に小学生の絵で対策（川口駅東口）」、「一期一会のおもて
なし（茶道講座・戸田市男女共同参画センター）」、「被災地復興支援イベント（川口銀座商店街）」
という 3つのトピックが紹介された。 
「JUMPキッズ なわとびすと選手権」は、川口市・戸田市の小学校の中から毎月 1校を選び、
その小学校の児童が 3分間での 8の字跳びの回数記録会に挑戦する様子をドキュメンタリー形式
で見せる番組である。1回当たりの放送時間は 15分で、月曜日と土曜日には 2回放送される。 
「ライブカメラ映像」は、川口市と戸田市にそれぞれ数か所設置された定点カメラが撮影した
街の風景映像を流すというものである。平日の午前 7時からの 15分間に放送されている。 
また、「埼玉エリア番組」として、県内のグループ局である JCN関東・JCN熊谷と共同で制作
している番組には以下の 3つがある。 
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・がんばれ！スポーツ埼玉（15分・埼玉県内のスポーツチームの紹介） 
・埼玉徹底応援 オシどきっ！（30分・埼玉県が取り組んでいることの紹介） 
・ちょこたび埼玉（30分・埼玉県内の観光スポットやグルメの紹介） 
 
（2）視聴者からの意見・感想の収集体制 
 番組で行うプレゼントへの応募の際、番組への意見、感想を書くように呼びかけている。また、
加入者の中からモニター世帯を選んでいるほか、JCN 埼玉のブログや facebook でも番組への意
見や感想を募集している。 
 
（3）新番組の予定 
 特に予定はなく、現在放送している番組をより充実させられるように努力していきたいという。 
 
（4）将来の展望 
 今後は、データ放送を含めた防災情報の配信により力を入れたいという。NHK をはじめとす
る地上波テレビ放送は、災害が発生した地域の情報は詳しく伝える一方、発生地の周辺の情報は
伝えきれないケースが多い。そこで、JCN埼玉では、災害を含めた有事の際、川口市・戸田市で
はどんな影響が出るか、そしてどのような対応を行うのかを詳しく伝えたいとのことであった。 
 
（5）コミュニティチャンネルの番組構成（2013年 11月現在） 
 14ページから 20ページにかけて、JCN埼玉チャンネル16で放送されている地域情報番組のジ
ャンル別の比率と、チャンネル全体の構成比率を曜日ごとにまとめた表と円グラフを記載した。
地域情報番組の中では、不定期に更新され、地域のイベントや店舗情報を静止画とテロップで伝
える「コミュニティ伝言板」や週 5回更新される「デイリーニュース」の放送時間が多い。 
しかし、チャンネル全体の番組構成を見ると、県内のグループ局との共同制作番組である「埼
玉エリア番組」と JCN 埼玉の地域情報番組を足した割合よりも、テレビショッピングの方が多
くの割合を占めていることがわかる。JCN埼玉チャンネルでは、深夜 0時から午前 6時まで、家
電通販会社・ジャパネットたかたの「ジャパネットチャンネル DX」を放送していることから、
番組全体に占めるテレビショッピングの割合が多くなりやすいのは事実である。しかし、テレビ
ショッピングは午前中（6 時～12 時）のうちの 1 時間半と、午後の時間帯（13 時～18 時）の 2
時間半にも放送されている。 
 テレビショッピングとは、通信販売事業者が放送局の番組枠を購入し、自社の通信販売番組を
放送局に提供するというものである。この際、放送局は通信販売番組と同時に、通信販売事業者
からの収入を得ることができる。つまり、テレビショッピングは番組表の「空き」を埋め、かつ
収入をも放送局にもたらすのである。テレビショッピングは、店舗へのアクセスが地理的もしく
は時間的に難しい消費者が買い物をすることを可能にしたものであり、流通の一形態として定着
しているのは事実である。しかし、地域を対象とした放送チャンネルが、地域に関する番組より
もその地域とは無関係な通信販売番組に多くの時間を割くことには疑問が残る。 
 
                                                   
16 2010年当時のチャンネル名は「JCNプラスチャンネル」であった。 
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表 4-3・JCN埼玉チャンネルの番組構成（月曜日） 
・地域情報番組の構成             ・番組全体の構成 
番組ジャンル 放送時間（分） 番組分類 放送時間（分） 
文字情報 150 地域情報番組 330 
自治体広報 30 共同制作番組 150 
地域ニュース 75 テレビショッピング 600 
風景映像 15 その他 360 
店舗紹介 30 合計 1440 
少年スポーツ 30   
合計 330   
 
グラフ 4-1・JCN埼玉チャンネル・地域情報番組の比率（月曜日） 
 
 
グラフ 4-2・JCN埼玉チャンネル・番組全体の構成比率（月曜日） 
 
 
 
 
 
文字情報 
45% 
自治体広報 
9% 
地域 
ニュース 
23% 
風景映像 
5% 
店舗紹介 
9% 
少年 
スポーツ 
9% 
JCN埼玉（2013年11月・月曜・地域） 
地域情報
番組 
23% 
共同制作 
番組 
10% 
テレビ
ショッピン
グ 
42% 
その他 
25% 
JCN埼玉（2013年11月・月曜・全体） 
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表 4-4・JCN埼玉チャンネルの番組構成（火曜日） 
・地域情報番組の構成             ・番組全体の構成 
番組ジャンル 放送時間（分） 番組分類 放送時間（分） 
文字情報 90 地域情報番組 255 
自治体広報 30 共同制作番組 120 
地域ニュース 90 テレビショッピング 600 
風景映像 15 その他 465 
店舗紹介 15 合計 1440 
ドキュメント 15 
合計 255 
 
グラフ 4-3・JCN埼玉チャンネル・地域情報番組の比率（火曜日） 
 
 
グラフ 4-4・JCN埼玉チャンネル・番組全体の構成比率（火曜日） 
 
 
 
 
 
文字情報 
35% 
自治体広報 
12% 
地域 
ニュース 
35% 
風景映像 
6% 
店舗紹介 
6% 
少年 
スポーツ 
6% 
JCN埼玉（2013年11月・火曜・地域） 
地域 
情報番組 
18% 共同制作 
番組 
8% 
テレビ
ショッピン
グ 
42% 
その他 
32% 
JCN埼玉（2013年11月・火曜・全体） 
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表 4-5・JCN埼玉チャンネルの番組構成（水曜日） 
・地域情報番組の構成             ・番組全体の構成 
番組ジャンル 放送時間（分） 番組分類 放送時間（分） 
文字情報 150 地域情報番組 330 
自治体広報 30 共同制作番組 135 
地域ニュース 90 テレビショッピング 600 
風景映像 15 その他 375 
店舗紹介 30 合計 1440 
ドキュメント 15 
合計 330 
 
グラフ 4-5・JCN埼玉チャンネル・地域情報番組の比率（水曜日） 
 
 
グラフ 4-6・JCN埼玉チャンネル・番組全体の構成比率（水曜日） 
 
 
 
 
 
文字情報 
45% 
自治体広報 
9% 
地域 
ニュース 
27% 
風景映像 
5% 
店舗紹介 
9% 
少年 
スポーツ 
5% 
JCN埼玉（2013年11月・水曜・地域） 
地域情報 
番組 
23% 
共同制作 
番組 
9% 
テレビ
ショッピン
グ 
42% 
その他 
26% 
JCN埼玉（2013年11月・水曜・全体） 
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表 4-6・JCN埼玉チャンネルの番組構成（木曜日） 
・地域情報番組の構成             ・番組全体の構成 
番組ジャンル 放送時間（分） 番組分類 放送時間（分） 
文字情報 90 地域情報番組 255 
自治体広報 30 共同制作番組 75 
地域ニュース 90 テレビショッピング 600 
風景映像 15 その他 510 
店舗紹介 15 合計 1440 
少年スポーツ 15 
合計 255 
 
グラフ 4-7・JCN埼玉チャンネル・地域情報番組の比率（木曜日） 
 
 
グラフ 4-8・JCN埼玉チャンネル・番組全体の構成比率（木曜日） 
 
 
 
 
 
文字情報 
35% 
自治体広報 
12% 
地域 
ニュース 
35% 
風景映像 
6% 
店舗紹介 
6% 
少年 
スポーツ 
6% 
JCN埼玉（2013年11月・木曜・地域） 
地域 
情報番組 
18% 
共同制作 
番組 
5% 
テレビ
ショッピン
グ 
42% 
その他 
35% 
JCN埼玉（2013年11月・木曜・全体） 
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表 4-7・JCN埼玉チャンネルの番組構成（金曜日） 
・地域情報番組の構成             ・番組全体の構成 
番組ジャンル 放送時間（分） 番組分類 放送時間（分） 
文字情報 135 地域情報番組 315 
自治体広報 30 共同制作番組 120 
地域ニュース 90 テレビショッピング 600 
風景映像 15 その他 405 
店舗紹介 30 合計 1440 
少年スポーツ 15 
合計 315 
 
グラフ 4-9・JCN埼玉チャンネル・地域情報番組の比率（金曜日） 
 
 
グラフ 4-10・JCN埼玉チャンネル・番組全体の構成比率（金曜日） 
 
 
 
 
 
地域 
情報番組 
22% 
共同制作 
番組 
8% 
テレビ 
ショッピン
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28% 
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文字情報 
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自治体広報 
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地域 
ニュース 
29% 
風景映像 
5% 
店舗紹介 
9% 
少年 
スポーツ 
5% 
JCN埼玉（2013年11月・金曜・地域） 
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表 4-8・JCN埼玉チャンネルの番組構成（土曜日） 
・地域情報番組の構成             ・番組全体の構成 
番組ジャンル 放送時間（分） 番組分類 放送時間（分） 
文字情報 30 地域情報番組 315 
自治体広報 45 共同制作番組 120 
地域ニュース 135 テレビショッピング 600 
店舗紹介 15 その他 405 
少年スポーツ 30 合計 1440 
合計 255 
 
グラフ 4-11・JCN埼玉チャンネル・地域情報番組の比率（土曜日） 
 
 
グラフ 4-12・JCN埼玉チャンネル・番組全体の構成比率（土曜日） 
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情報 
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JCN埼玉（2013年11月・土曜・全体） 
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表 4-9・JCN埼玉チャンネルの番組構成（日曜日） 
・地域情報番組の構成             ・番組全体の構成 
番組ジャンル 放送時間（分） 番組分類 放送時間（分） 
文字情報 75 地域情報番組 300 
自治体広報 45 共同制作番組 135 
地域ニュース 135 テレビショッピング 600 
店舗紹介 30 その他 405 
少年スポーツ 15 合計 1440 
合計 300 
 
グラフ 4-13・JCN埼玉チャンネル・地域情報番組の比率（日曜日） 
 
 
グラフ 4-14・JCN埼玉チャンネル・番組全体の構成比率（日曜日） 
 
 
 
 
 
 
文字情報 
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自治体広報 
15% 地域 
ニュース 
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28% 
JCN埼玉（2013年11月・日曜・全体） 
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（6）コミュニティチャンネルの番組構成の変化（2010年当時との比較） 
A・2010年当時の地域情報番組 
 
表 4-10・JCN埼玉の地域情報番組の一覧（2010年 4月当時） 
番組タイトル 更新頻度 1回当たりの放送時間 ジャンル 
コミュニティ伝言板 不定期 15～45分 文字情報 
千客万来ナイスなお店 月 1回 15分 店舗紹介 
永瀬洋治の爺放談 月 1回 15分 対談 
ふれあい戸田 月 1回 10分 自治体広報 
デイリー埼玉 週 5回 15分 地域ニュース 
みんなのけーぶるランド 不定期 15分 イベント情報 
 
 上の表 4-10 は、2010 年 4 月当時に JCN 埼玉で放送されていた地域情報番組をまとめたもの
である。「コミュニティ伝言板」、「千客万来ナイスなお店」、「ふれあい戸田」はタイトルや放送時
間、内容が 2013年現在と同じであった。一方、「デイリー埼玉」は「デイリーニュース」の前身
となった地域ニュースだが、更新頻度、放送時間は 2013 年現在と変わりない。また、この当時
は川口市の広報番組「ふれあい川口」がまだ放送されていなかった。ただし、元川口市長の永瀬
洋治氏がホスト役を務める対談番組「永瀬洋治の爺放談」は放送されていた。現在の「ふれあい
川口」には、川口市長が市民団体の関係者のもとを訪れる「市長のふれあい訪問」というコーナ
ーがあることを考えると、この番組は「ふれあい川口」のルーツなのではないかと思われる。ま
た、2010 年 4 月当時は、「デイリー埼玉」で放送し切れない地域イベントの情報を伝えるため、
「みんなのけーぶるランド」という番組も放送されていた。これは、「千客万来ナイスなお店」と
隔週で放送されていたという。 
 
B・コミュニティチャンネルにおける番組の放送時間と構成比率の比較 
（2013年 11月現在と 2010年 4月当時） 
 
 次のページの表 4-11 は、JCN 埼玉チャンネルで放送される地域情報番組とテレビショッピン
グについて、それぞれの一日当たりの放送時間と番組表全体に占める比率を比較したものである。
2010年当時に放送されていた地域情報番組は 6本であったが、2013年現在は 7本に増加してい
る。 
一方、地域情報番組の一日当たりの放送時間はどうであろうか。2010 年では、少ない日（「ふ
れあい戸田」が放送されない週の月曜日）では 320 分、多い日（「ふれあい戸田」が放送される
週の日曜日）では 400 分放送されていた。しかし、2013 年現在では少ない日（「ふれあい川口」
が放送されない第 2～第 4 火曜日）では 225 分、多い日でも 330 分（「ふれあい川口」が放送さ
れる第１月曜日・第１水曜日）にとどまっている。 
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表 4-11・JCN埼玉チャンネルにおける番組の放送時間と構成比率の比較 
項目 2010年 4月 2013年 11月 
地域情報番組の本数 ６ ７ 
地域情報番組の一日の放送時間 
（構成比率） 
320～400分 
（26.7～33.3％） 
225～330分 
（15.6％～22.9％） 
テレビショッピングの一日の放送時間 
（構成比率） 
555～645分 
（42～48.9％） 
600分 
（41.7％） 
共同制作番組の一日の放送時間 
（構成比率） 
15～45分 
（1.1～2.2％） 
75～150分 
（5.2～10.4％） 
その他の一日の放送時間 
（構成比率） 
255～355分 
（19.3～26.9％） 
360～540分 
（25～37.5％） 
 
 また、地域情報番組が番組表全体に占める割合は、2010 年時点の 26.7～33.3％に対し、2013
年現在では 15.6～22.9％にまで減少している。これは、2010年当時の JCN埼玉チャンネルの放
送時間が一日 22 時間（午前 4 時から 6 時まで放送を休止していた17）であったのに対し、2013
年現在では 24 時間放送を実施するようになったことがその一因である。つまり、分母（一日当
たりの放送時間）が増加したため、分子である地域情報番組の放送時間が占める割合が小さくな
りやすいのである。しかし、このことを考慮しても地域情報番組の放送時間は先述のように短く
なってきている。 
では、前節で指摘した通り、コミュニティチャンネルで多くの割合を占めているテレビショッ
ピングはどうであろうか。2010 年 4 月時点では、土曜日・日曜日が 555 分と最も放送時間が短
く、月曜日と木曜日が 645分で最も長くテレビショッピングが放送されていた。番組表全体に対
するテレビショッピングの割合は、一日当たり 42～48.9％である。一方、2013 年現在では、テ
レビショッピングは全ての曜日で 600 分放送されており、番組表全体では 41.7％を占めている。
つまり、テレビショッピングの放送時間は大きく変化していないが、番組表全体に対する比率は
低下しているのである。 
こうして放送時間を見ていくと、地域情報番組の放送時間が減少した分はテレビショッピング
に吸収されたわけではないことがわかる。筆者の推測によれば、これは県内のケーブルテレビ局
との共同制作番組の増加が関係しているのではないかと思われる。2010年当時は、共同制作番組
というと埼玉県内のケーブルテレビ局が持ち回りで制作する（現在も放送中）や、視聴者からの
投稿ビデオ映像を流す「彩の国市民映像」（15分・現在は放送終了）がある程度であった。 
しかし、2013 年現在では、「彩の国ケーブルテレビ情報局」に加えて JCN 関東、JCN 熊谷と
共同制作している「埼玉エリア番組」が 3本あるほか、JCNとともに KDDIの傘下にあるMSO
である J:COM との番組「JCN×J:COM 週末 Do する生テレビ」が土曜日に 45 分間放送され
ている。 
本論文の冒頭で指摘したとおり、現代における地域メディアの多様化は進展の一途をたどって
                                                   
17 デジタル放送のみ。ただし、2010年 4月当時の「JCNプラスチャンネル番組表」によると、アナログ放送チャンネルのみ
午前 2時から 6時まで放送を休止していたため、こちらの放送時間は一日 20時間であった。 
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いる。共同制作番組の増加は、これに対応するためにケーブルテレビ業界全体で協力し合うとい
う動きの一つだといえるのではないか。 
 
4-3.ゆずの里ケーブルテレビ 
（1）地域情報番組の内容・放送時間・更新頻度 
ゆずの里ケーブルテレビは、埼玉県西部の毛呂山町を事業エリアとし、入間ケーブルテレビグル
ープに所属しているケーブルテレビ事業者である。2013 年 11 月現在、下の表 4-12 のような地
域情報番組を放送している。 
 
表 4-12・ゆずの里ケーブルテレビの地域情報番組の一覧（2013年 11月現在） 
番組タイトル 更新頻度 1回当たりの放送時間 ジャンル 
ゆずっちゃお!! 週 1回 30分 地域総合 
ぶらり毛呂山 月 2回 30分 地域散策 
ゆずの里健康だより 月 1回 15分 健康情報 
町長に聞く 月 2回 15分 自治体広報 
飛び出せ!元気なもろっ子!! 月 1回 15分 少年スポーツ 
県政の窓 月 1回 15分 県議インタビュー 
 
「ゆずっちゃお!!」は、毛呂山町内のイベントの様子、ニュースなどを伝える番組である。毎
週日曜日に更新される 30 分番組で、一日 4 回放送される。11 月 24 日に更新された回では、11
月 16日・17日に開催された「毛呂山町産業まつり」の様子を伝えた。 
「ぶらり毛呂山」は、スタッフがアポイント無しで毛呂山町とその周辺を散策し、その場所を
紹介するという 30分番組である。月に 2回のペースで更新される。11月に放送された回では、
前回までに毛呂山町内のスポットを紹介し終わったこともあり、ときがわ町の花菖蒲園を紹介し
た。 
「ゆずの里 健康だより」は、月に 1回のペースで更新される番組である。内容は、毛呂山町に
ある埼玉医科大学病院の医師が病気とその予防法を解説するというものである。1 回当たりの放
送時間は 15分で、一日につき 4回流れる。今までに取り上げられたテーマとしては、「中耳炎の
治療」や「肥満の予防」などがあった。 
「町長に聞く」は、毎月 1日と 15日に更新される 15分番組で、一日 2回放送される。番組の
内容は、行政に対する町民の質問を、ゆずの里ケーブルテレビ局長が町長に尋ねるというもので
ある。11月 15日更新分では、「毛呂山町観光計画の内容と進捗状況」、「ゆずを使った新しい特産
品の開発」の 2点に関する質問がなされた。 
「飛び出せ!元気なもろっ子!!」は、毛呂山町内のスポーツ少年団を紹介する 15分番組である。
毎月一日に更新され、一日当たり 2回放送される。今までに紹介された種目は空手、野球、サッ
カーなどである。 
「県政の窓」は、月に 1 回更新される 15 分番組である。土曜日と日曜日にそれぞれ 1 回ずつ
放送される。番組の内容は、毛呂山町出身の武内県議へのインタビューである。 
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（2）視聴者からの意見・感想の収集体制 
 視聴者からの番組に対する意見や感想は、電話やメール、手紙、ファックスなどで受け付けて
いるが、月に 1件あるかないかという状況である。しかし、番組の撮影ロケや機器メンテナンス
などのときに、番組の感想をスタッフに言う視聴者が多いという。中には、ケーブルテレビの仕
事ではない出先（私生活での買い物など）の際に視聴者から声をかけられたスタッフもいるとい
う。 
 
（3）新番組の予定 
 毛呂山町議会の中継について、2010年の開局当初から企画が練られてきたが、未だ実現には至
っていないという。ケーブルテレビは町にとっては新しいメディアであるため、議会側からの理
解を得るには時間がかかるようである。 
 
（4）将来の展望 
 開局当時は、スタッフが町内を取材しても「よそ者」という目で町民から見られることが多か
ったという。しかし、町内での取材を通じ、多くの町民とコミュニケーションをとった結果、現
在ではスタッフが町民から声をかけられることが増えてきた。これは、ゆずの里ケーブルテレビ
が毛呂山町に根付いてきたことを表している。 
これからの課題は、ケーブルテレビを受け入れてくれた毛呂山町に対してどのように貢献して
いくかを考えることであると思われる。その一環として、地域のイベント中継がある。11月 3日
に行われた「流鏑馬祭り」の生中継がその好例である。「流鏑馬祭り」は、毛呂山町で 950 年間
続いている伝統行事である。この中継を行ったのは、地域の、ひいては日本の伝統文化を継承す
ることの大切さを町民に伝えるという目的があったからだという。放送後の反響は大きく、後日
録画での再放送も行った。また、2012年から毛呂山町の防災行政無線を同時配信するサービスを
開始した。これは、町の防災行政無線が始動した場合、FM 波で無線の音声をとらえ、コミュニ
ティチャンネルに音声を強制的に流すというものである。このシステムの開発費用は 1万 5千円
ほどで、町民に大きな負担を強いることなく防災サービスを提供できたという。 
 
（5）コミュニティチャンネルの番組構成（2013年 11月現在） 
25ページと 26ページには、ゆずの里ケーブルテレビの自主放送チャンネル「ゆずチャンネル」
で放送されている地域情報番組のジャンル別の比率と、チャンネル全体の構成比率をまとめた表
と円グラフが記載されている。地域情報番組では、毛呂山町内のニュースなどを伝える「ゆずっ
ちゃお!!」のほか、スタッフが地域を散策する「ぶらり毛呂山」、大学病院医師が病気の予防法を
伝える「ゆずの里 健康だより」の割合が多い。また、先述の「流鏑馬祭り」のようなイベント
中継の際には、「ゆずの里 特集番組」（120分・一日 2回）の時間枠で放送される。 
一方、テレビショッピングは JCN 埼玉とは異なり、深夜から早朝のみの放送である。そのた
め、テレビショッピングが占める割合は地域情報番組と同じ約 4割である。 
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表 4-13・ゆずチャンネルの番組構成（平日） 
・地域情報番組の構成           ・番組全体の構成 
ジャンル 放送時間（分） ジャンル 放送時間（分） 
地域総合 120 地域情報 540 
地域散策 60 他局番組 120 
健康情報 60 共同制作番組 60 
自治体広報 30 テレビショッピング 540 
少年スポーツ 30 その他 180 
特集 240 合計 1440 
合計 540 
 
グラフ 4-15・ゆずチャンネル・地域情報番組の比率（平日） 
 
 
グラフ 4-16・ゆずチャンネル・番組全体の構成比率（日曜日） 
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表 4-14・ゆずチャンネルの番組構成（土日） 
・地域情報番組の構成           ・番組全体の構成 
ジャンル 放送時間（分） ジャンル 放送時間（分） 
地域総合 120 地域情報 540 
地域散策 60 他局番組 120 
健康情報 60 共同制作番組 60 
自治体広報 15 テレビショッピング 540 
少年スポーツ 30 その他 180 
県議インタビュー 15 合計 1440 
特集 240 
合計 540 
 
グラフ 4-17・ゆずチャンネル・地域情報番組の比率（土日） 
 
 
グラフ 4-18・ゆずチャンネル・番組全体の構成比率（土日） 
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（6）コミュニティチャンネルの番組構成の変化（2012年当時との比較） 
A・2012年当時の地域情報番組 
 
表 4-15・ゆずチャンネルの地域情報番組の一覧（2012年当時） 
番組タイトル 更新頻度 1回当たりの放送時間 ジャンル 
ゆずちゃんニュース 週 1回 15分 地域ニュース 
ぶらり毛呂山 月 2回 30分 地域散策 
ゆずの里健康だより 月 1回 15分 健康情報 
行っとこ!もろやま 月 1回 15分 スポット紹介 
復活!ゆずの街逸品 月 1回 15分 店舗紹介 
町長に聞く 月 1回 15分 自治体広報 
 
上の表 4-15 は、2012 年当時18にゆずの里ケーブルテレビで放送されていた地域情報番組をま
とめたものである。この中では、「ぶらり毛呂山」、「ゆずの里健康だより」、「町長に聞く」はタイ
トルや放送時間、内容が 2013年現在と同じであった。 
一方、「ゆずちゃんニュース」は「ゆずっちゃお!!」の前身となった 15 分間の地域ニュースで
あった。この他には、毛呂山町内の店舗を紹介する「復活!ゆずの街逸品」や、毛呂山町のマスコ
ットキャラクター「もろ丸くん」が町内のスポットを案内する「行っとこ!もろやま」といった番
組があった。現在の「ゆずっちゃお!!」は、ゆずチャンネルの番組編成表によれば「毛呂山町と
周辺地域のイベントやニュース・おすすめ情報」を扱う 30分番組である。「ゆずちゃんニュース」
時代よりも放送時間が長くなっていることから、店舗やスポットの情報はこちらの番組で扱うこ
とになったのではないかと思われる。 
また、この当時は県会議員のインタビュー番組「県政の窓」や、スポーツ少年団を紹介する「飛
び出せ!元気なもろっ子!!」はまだ開始されていなかった。 
 
B・コミュニティチャンネルにおける番組の放送時間と構成比率の比較 
（2013年現在と 2012年当時） 
28 ページの表 4-16 は、ゆずチャンネルにおける番組の放送時間と構成比率を比較したもので
ある。先述のように、店舗紹介やスポット紹介の番組の終了後に、県会議員のインタビュー、ス
ポーツ少年団の紹介といった内容の番組が開始されたことはあったが、地域情報番組の本数や放
送時間に変化はない。 
また、他局からのネット番組、共同制作番組ならびにテレビショッピングの放送時間にも変化
はない。 
 
 
 
 
                                                   
18 当初は 2010年当時の番組を調査する予定であったが、当時の番組構成表を入手できなかったため 2012年との比較を行っ
た。 
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表 4-16・ゆずチャンネルにおける番組の放送時間と構成比率の比較 
項目 2012年 2013年 
地域情報番組の本数 6 6 
地域情報番組の一日の放送時間 
（構成比率） 
540分 
（37.5％） 
540分 
37.5％ 
他局番組の一日の放送時間 
（構成比率） 
120分 
（8.3％） 
120分 
（8.3％） 
共同制作番組の一日の放送時間 
（構成比率） 
60分 
（4.2％） 
60分 
（4.2％） 
テレビショッピングの一日の放送時間 
（構成比率） 
540分 
（37.5％） 
540分 
（37.5％） 
その他の一日の放送時間 
（構成比率） 
180分 
（12.5％） 
180分 
（12.5％） 
 
4-4.飯能ケーブルテレビ 
（1）地域情報番組の内容・放送時間・更新頻度 
 飯能ケーブルテレビは、埼玉県西部の飯能市と日高市を事業エリアとする独立系の CATV事業
者である。2013年 11月現在、下の表 4-17のような地域情報番組をコミュニティチャンネル「飯
能日高テレビ」で放送している。 
 
表 4-17・飯能ケーブルテレビの地域情報番組の一覧（2013年 11月現在） 
番組タイトル 更新頻度 1回当たりの放送時間 ジャンル 
飯能市役所インフォメーション 週 1回 10分 自治体広報 
早起き情報 月 1回 30分 ゴミ収集告知 
飯能日高“街コロンブス” 週 2回 25分 地域総合 
情報玉手箱 不定期 5分 文字情報 
パブリック・アクセス 不定期 15分 投稿ビデオ 
助手席物語 月 2回 5分 風景映像 
報道・経済特集 不定期 30分 特集 
ごきげん体操 週 1回 5分 健康情報 
 
「飯能市役所インフォメーション」は、週に 1 回更新される飯能市の広報番組である。1 回の
放送時間は 10 分で、平日は一日につき 5 回、土日は一日に 4 回放送される。また、この番組の
過去の放送分は YouTube で配信されている。また、「早起き情報」は、飯能市と日高市の各地に
おけるゴミの分別や収集日の告知を行う 30分番組で、月に 1回更新される。  
「飯能日高“街コロンブス”」は、飯能市と日高市のイベントの告知、ニュース、店舗紹介など
を行う番組である。火曜日と金曜日に更新される 25分番組で、一日に 4回放送される。  
「情報玉手箱」は、不定期に更新される 5分間のミニ番組である。内容は、飯能市と日高市の
29 
 
イベント告知などを文字放送で伝えるというものである。平日は一日に 5回、土日は一日に 3回
放送されている。また、「パブリック・アクセス」も不定期に更新される番組である。視聴者から
投稿されたビデオ映像を流すという内容で、一日につき 5回放送されている。 
「助手席物語」は、自動車のボンネットに設置したカメラによって撮影された飯能市と日高市
の風景映像を BGM とともに流す番組である。映像は 2 週間に一度更新され、1 回当たりの放送
時間は 5 分である。また、「ごきげん体操」は、飯能市が考案した高齢者向けの体操の模様を公
開録画した 5分間のミニ番組である。週に 1 度収録され、撮影場所は毎回変わる。なお、この 2
番組は CS番組の告知に差し替えられることがある。 
「報道・経済特集」は、飯能市・日高市で起こっている問題や、埼玉県西部の経済動向などを
紹介する番組である。不定期に更新される 30 分番組で、毎月第 2 週から第 4 週に放送されてい
る19。平日は一日 3回、土日は一日 2回放送されている。 
  
（2）視聴者からの意見収集体制 
 番組（飯能日高“街コロンブス”）で募集するプレゼント応募の際、メール、FAX に番組の意
見を書き添えるように告知している。また、ロケーションでの番組収録の際に、現場で視聴者か
ら声をかけられることも多いという。 
 
（3）新番組の予定 
 現在、「飯能日高“街コロンブス”」からニュースを独立させ、毎日更新するデイリーニュース
とすることを検討している。ただし、番組の制作スタッフの負担を考慮すると、デイリーニュー
スの放送が実現した場合は「飯能日高“街コロンブス”」の更新を週 2 回から週 1 回に減少させ
る必要があると思われるという。また、既に放送している飯能市議会中継に加え、日高市議会の
中継も検討している。 
 
（4）将来の展望 
 現在、飯能ケーブルテレビは JCN 川越、狭山ケーブルテレビ、入間ケーブルテレビ、そして
ゆずの里ケーブルテレビの 4局と地域情報番組の交換を行っている。しかし、CATV大手の JCN
を傘下に置く KDDI が、もう一方の大手である J:COM（ジュピターテレコム）を 2013 年 4 月
に子会社化し、将来的には JCN と J:COM を合併させる見通しである。そのため、JCN 川越と
の連携が継続できるかどうかは不透明であるという。今後、連携を行う範囲の見直しが必要とな
るかも知れない。 
 また、地域情報番組の扱いについても、次の二点のようなことが考えられているという。一点
目は、地域住民向けの情報と他地域の人々向けの情報を区別する必要があることである。つまり、
地域住民に役立つ情報を扱った番組と、他地域の人々に飯能市・日高市を PR する番組を分けて
考えるということである。二点目は、オンデマンド・サービスやデータ放送の普及によるコミュ
ニティチャンネル自体のあり方の変化である。ともに好きな情報を好きな時に見られるサービス
であり、地域情報の「送り手」としては導入に関心がある。しかし、地域住民にとっては「自分
が関わる番組が放送される時間がわかる」のもコミュニティチャンネルの長所であるため、十分
                                                   
19 なお、毎月第 1週は埼玉県内のケーブルテレビ局による共同制作番組「彩の国ケーブルテレビ情報局」が放送されている。 
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な検討が必要であると考えているという。 
 
（5）コミュニティチャンネルの番組構成（2013年 11月現在） 
 31ページと 32 ページには、飯能ケーブルテレビの自主放送チャンネル「飯能日高テレビ」で
放送されている地域情報番組のジャンル別の比率と、チャンネル全体の構成比率をまとめた表と
円グラフが記載されている。地域情報番組の中では、「飯能日高“街コロンブス”」は毎日 100分
（25 分×4 回）放送されていることもあり、地域情報番組全体の 25％を占めている。また、土
日には映画の時間が設けられているのも特徴的である。 
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表 4-18・飯能日高テレビの番組構成（平日） 
・地域情報番組の構成          ・番組全体の構成 
ジャンル 放送時間（分） ジャンル 放送時間（分） 
自治体広報 50 地域情報 400 
ゴミ収集告知 30 他局番組 150 
地域総合 100 テレビショッピング 420 
文字情報 25 その他 230 
特集 90 合計 1200 
その他 105 
合計 400 
 
グラフ 4-19・飯能日高テレビ・地域情報番組の比率（平日） 
 
 
グラフ 4-20・飯能日高テレビ・番組全体の構成比率（平日） 
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表 4-19・飯能日高テレビの番組構成（土日） 
・地域情報番組の構成          ・番組全体の構成 
ジャンル 放送時間（分） ジャンル 放送時間（分） 
自治体広報 40 地域情報 385 
地域総合 100 他局番組 60 
文字情報 15 映画 240 
特集 60 テレビショッピング 480 
店舗 PR※ 15 その他 35 
その他 155 合計 1200 
合計 385 
※「ヤオコー高麗川店今日の目玉」（スーパーマーケット・ヤオコー高麗川店の PR番組）5分間の番組を 1日 3回放送 
 
グラフ 4-21・飯能日高テレビ・地域情報番組の比率（土日） 
 
 
グラフ 4-22・飯能日高テレビ・番組全体の構成比率（土日） 
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（6）コミュニティチャンネルの番組構成の変化（2010年当時との比較） 
A・2010年当時の地域情報番組 
 
表 4-20・飯能日高テレビの地域情報番組の一覧（2010年当時） 
番組タイトル 更新頻度 1回当たりの放送時間 ジャンル 
飯能市役所インフォメーション 週 1回 10分 自治体広報 
早起き情報 月 1回 30分 ゴミ収集告知 
パブリック・アクセス 不定期 15分 投稿ビデオ 
助手席物語 月 2回 15分 風景映像 
飯能日高“街コロンブス” 週 2回 30分 地域総合 
見～つけた 週 1回 10分 人物・スポット紹介 
音のソムリエ 不定期 5分 風景映像 
 
上の表 4-20は、飯能日高テレビで 2010年当時に放送されていた地域情報番組を示したもので
ある。「飯能市役所インフォメーション」、「早起き情報」、そして「パブリック・アクセス」は内
容や放送時間が 2013年現在と同じである。 
「飯能日高“街コロンブス”」は、内容は現在と同じである。しかし、この当時における 1 回
当たりの放送時間は 30 分であった。現在は、最後の 5 分間を文字情報番組「情報玉手箱」に差
し替えているので、1 回 25 分で放送されている。また、「助手席物語」も、内容は現在と同一で
あるが、1 回当たりの放送時間は 15 分であった。2013 年現在の放送時間は 5 分であるため、3
年前と比較すると 3分の 1に減少している。 
また、「見～つけた」と「音のソムリエ」は、現在は放送されていない。前者は、飯能市にキャ
ンパスを置く駿河台大学の塚本ゼミの学生が制作した番組である。内容は、飯能市や日高市に関
する人物や場所を紹介するというものであった。また、後者は飯能市と日高市の風景映像に BGM
をつけて流すというものであった。 
 
B・コミュニティチャンネルにおける番組の放送時間と構成比率の比較 
（2013年現在と 2010年当時） 
 34 ページの表 4-21 は、飯能日高テレビで放送されている番組のジャンル別の放送時間と、番
組表全体に占める比率を 2013年と 2010年の二つの時点において比較したものである。 
 この表を見ると、地域情報番組の本数や一日当たりの放送時間は大きく変化していないが、他
局からのネット番組や共同制作番組の放送時間は減少している。これは、2013年には土曜日と日
曜日に 2時間の映画をそれぞれ 2回放送していることと、テレビショッピングの放送時間が増加
したことの影響があると思われる。後者の放送時間は、2010 年の時点では一日 240 分であった
が、2013 年現在では平日で 420 分、土日は 480 分にまで増加している。つまり、飯能ケーブル
テレビは、今回調査を行った 3 局のうちでは JCN 埼玉に次いで多くの時間をテレビショッピン
グに割いているということである。 
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表 4-21・飯能日高テレビにおける番組の放送時間と構成比率の比較 
項目 2010年 2013年 
地域情報番組の本数 7 8 
地域情報番組の一日の放送時間 
（構成比率） 
330～435分 
（27.5～36.2％） 
310～400分 
（25.8～33.3％） 
他局番組の一日の放送時間 
（構成比率） 
165～330分 
（13.7～27.5％） 
60～150分 
（5～12.5％） 
共同制作番組の一日の放送時間 
（構成比率） 
90～120分 
（7.5～10％） 
0～90分 
（0～7.5％） 
テレビショッピングの一日の放送時間 
（構成比率） 
240分 
（20％） 
420～480分 
（35～40％） 
その他の一日の放送時間 
（構成比率） 
210～240分 
（17.5～20％） 
230～275分 
（19.1～22.9％） 
 
4-5.まとめ 
 
表 4-22・埼玉県内の 3ケーブルテレビ事業者の比較（2013年 12月現在） 
事業者名 JCN埼玉 ゆずの里ケーブルテレビ 飯能ケーブルテレビ 
所属グループ JCN 入間ケーブルテレビ なし 
事業エリア 川口市・戸田市 毛呂山町 飯能市・日高市 
設立時期 1995年 6月 ※1 2009年 4月 1982年 4月 
テレビ契約世帯数 非公表 874 ※2 21,000 
契約世帯比率 非公表 5.5％ ※2 37.4％ 
視聴可能チャンネル数 55～74ch 28～77ch 23～45ch 
放送サービス料金（月額） ¥3,990～¥5,565 ¥1,260～¥7,350 ¥2,310～¥4,830 
月額料金プラン数 6 7 3 
地域情報番組 
放送時間（一日当たり） 
225～330分 
（3時間 45分 
～6時間 30分） 
540分 
（9時間） 
310～400分 
（5時間 10分 
～6時間 40分） 
テレビショッピング 
放送時間（一日当たり） 
600分 
（10時間） 
540分 
（9時間） 
420～480分 
（7～8時間） 
放送外サービス数 3 2 2 
※1・設立当時の社名は「ケーブルネット埼玉」 ※2・集合住宅を除く 
 
上の表 4-2220は、今回筆者がインタビューを行った埼玉県内のケーブルテレビ事業者を 11 項
目にわたって比較したものである。比較項目は、所属グループ、事業エリア、設立時期、テレビ
                                                   
20 黒山（2011）p.25の図を参考に作成。 
35 
 
サービスの契約世帯数、契約世帯比率（事業エリアの全世帯数に占めるテレビサービスの契約世
帯数の割合）、視聴可能なチャンネル数（オプションチャンネルを除く）、放送サービスの月額料
金（チャンネルの数が最も少ないプランの料金と、最もチャンネル数が多く、かつ番組録画が可
能なプランの料金を示した）、月額料金プランの数、地域情報番組とテレビショッピングのそれぞ
れの一日当たりの放送時間、そして放送以外のサービスの数である。 
大手MSOの傘下にある JCN埼玉は、1995年 6月に「ケーブルネット埼玉」として設立され
た。県南部の川口市と戸田市を事業エリアとしている。テレビサービスの契約世帯数を非公表と
しているため、事業エリアの総世帯数に対する契約世帯数の比率は算出できなかった。視聴可能
なチャンネルの数は 55から 74であり、月額料金の幅は 3,990円から 5,565円である。放送以外
のサービスとしては、通常の電話とインターネットのほかに、テレビ・インターネット・スマー
トフォン用アプリケーション利用という 3つのサービスを 1台の機器（Smart TV Box）で利用
できる「JCNスマートテレビ」を提供している。一方、地域情報番組の放送時間は一日当たり 4
時間から 6時間程度で、テレビショッピングの放送時間（一日 10時間）よりも少ない。 
入間ケーブルテレビグループに所属しているゆずの里ケーブルテレビは、県西部の毛呂山町の
みを事業エリアとしている。会社の設立は 2009 年 4 月であり、他の 2 社よりも新しい。このよ
うに歴史が浅いこともあり、テレビサービスの契約世帯数は集合住宅を除くと 874と比較的少な
い。ただし、集合住宅に 1世帯でもケーブルテレビ加入者がいる場合、未加入者でもコミュニテ
ィチャンネルが視聴できる。このことから、コミュニティチャンネルが視聴できる世帯は 1,532
あり、これは毛呂山町の総世帯数の 9.7％に相当する。視聴可能なチャンネルの数は 28 から 77
であり、月額料金の幅は 1,260円から 7,350円と、JCN埼玉よりもチャンネル数、月額料金とも
に幅が広かった。放送以外のサービスは電話とインターネットのみである。また、地域情報番組、
テレビショッピングの放送時間はそれぞれ一日 9時間であった。 
 飯能ケーブルテレビは、特定のグループに所属していないケーブルテレビ事業者である。会社
の設立は 1982 年 4 月であり、今回調査した 3 社のうちでは最も古い。飯能市と日高市を事業エ
リアにしており、テレビサービスの契約世帯数は両市合わせて 21,000 である。これは、飯能市
と日高市の総世帯数（56,060）の 37.4％にあたる。なお、コミュニティチャンネルの視聴可能世
帯数は 23,000で、こちらは両市の総世帯数の 41％に相当する。 
 視聴可能チャンネル数は 23 から 45 であり、月額料金の幅は 2,310 円から 4,830 円であった。
つまり、他の 2局よりもチャンネル数と料金の幅が低い方に分布しているといえる。放送以外の
サービスとしては、緊急地震速報や飯能市の防災行政無線を、ケーブルテレビ回線に接続した端
末から音声で配信する「防災お知らせサービス」とインターネットの二種類がある。また、地域
情報番組の放送時間は一日当たり 5 時間から 6 時間余りで、テレビショッピングの放送時間（7
～8時間）に比べるとやや短い。 
 このように比較を行うと、それぞれの事業者の性格が浮かび上がってくる。大手 MSO のグル
ープに所属している JCN 埼玉は、視聴可能なチャンネルの数が多く、放送外サービスも積極的
に展開している。しかし、地域情報番組よりもテレビショッピングを長時間放送しているという
一面もある。言い換えれば、地域情報の流通よりも、収益性が高い他のサービスの方に注力して
いる傾向があるということである。 
一方、小規模なMSOの傘下にあるゆずの里ケーブルテレビは、JCN埼玉よりも放送以外のサ
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ービスの数が少ない。また、開局したのが 2010 年とまだ歴史が新しいこともあり、テレビサー
ビスの契約世帯数及び契約世帯比率は飯能ケーブルテレビよりも少ない。しかし、視聴可能なチ
ャンネルの数や月額料金の幅は他の 2社よりも広い。また、地域情報番組の放送時間は今回調査
した 3社のうちでは最も長かった。つまり、ゆずの里ケーブルテレビは放送外サービスの数や契
約世帯数は他の 2社よりも少ないものの、多様な料金プランや充実した地域情報番組による放送
サービスを展開しているといえるのではないか。 
 特定のグループに所属していない飯能ケーブルテレビは、視聴可能なチャンネルの数や料金の
幅が他の 2社よりも比較的低い方に分布している。しかし、地域情報番組の放送時間はテレビシ
ョッピングのそれよりもやや短いが、JCN埼玉ほどの開きはない。また、設立から 2013年現在
まで約 30 年の歴史があり、契約世帯比率は約 4 割に達している。このことから、飯能ケーブル
テレビは比較的低廉な料金でサービスを提供する事業者として地域住民から支持されていると考
えられる。 
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5. 地域住民へのアンケート調査（埼玉県川越市） 
 
5-1.調査の概要 
 地域情報の「送り手」であるケーブルテレビ事業者に対して行ったインタビュー調査の結果や、
コミュニティチャンネルの番組構成については、前章で述べた通りである。では、地域情報の「受
け手」である地域住民は、ケーブルテレビを含むテレビ放送からどのような情報を得ているので
あろうか。また、地域の情報をどのような手段によって得ているのだろうか。筆者は、このよう
な問題意識に基づいてアンケート調査を行った。本アンケートは、2013年 12月 8日から同月 26
日にかけて、埼玉県川越市志多町とその周辺（宮下町・喜多町・元町・幸町）において、住宅や
商店を訪問する形式で行ったものである。訪問先の住宅や商店は、可能な限り無作為に選択する
ことを心掛けた。なお、アンケートの作成にあたっては、京丹波町（京都府船井郡）が 2013年 2
月に行ったもの21を参考とした。また、今回の調査で用いたアンケート用紙と、調査への協力の
依頼に用いた文書は巻末の付録を参照されたい。 
アンケートの内容は以下の通りである。Ⅰでは、回答者の属性を把握するため、性別、年齢、
職業、通勤・通学先、川越市に住んでいる年数、そしてケーブルテレビへの加入の有無について
尋ねた。Ⅱでは、ケーブルテレビ加入者を対象に、川越市を事業エリアとするケーブルテレビ会
社「JCN関東」が提供しているサービスのうち、どれを利用しているかを質問した。また、地上
波テレビのローカル放送チャンネル（テレ玉、TOKYO MX）、ケーブルテレビのコミュニティチ
ャンネル（JCN関東チャンネル）、その他の地上波テレビ放送及び衛星放送のそれぞれについて、
視聴頻度と視聴するチャンネル、好きな番組について回答させた。Ⅲでは、ケーブルテレビ未加
入者を対象に、ケーブルテレビに加入していない理由について質問した。また、Ⅱと同様に、地
上波テレビのローカル放送チャンネルとその他のテレビ放送について、視聴頻度と視聴するチャ
ンネル、好きな番組について回答させた。Ⅳでは全ての回答者を対象に、川越市で行われるイベ
ントについての情報を知るきっかけになった事柄を質問した。また、最後の項目であるⅤは、テ
レビ放送や川越市のイベント情報などについての自由記述に用いた。 
 
5-2.アンケート調査の結果 
（1）回答者の属性 
38・39ページの表とグラフは、アンケートの回答者の属性をまとめたものである。 
今回のアンケートに回答した 18名のうち、男性は 8名、女性は 10名であった。このうち、ケ
ーブルテレビ加入者は男性が 2名、女性が 4名であった。また、年齢は 30代が 1名、40代と 50
代がそれぞれ 4 名、60 代が 2 名、そして 70 代以上が 7 名である。職業は自営業が 11 名と最も
多く、その他は会社員、アルバイト・パート、主婦がそれぞれ 2名、団体職員が 1名である。な
お、ケーブル加入者の職業も自営業 4名と、会社員と主婦がそれぞれ 1名であった。 
通勤先は川越市内との回答が 15（うちケーブル加入者は 5）であり、埼玉県内との回答は 1に
留まった。なお、東京都内及び他県に通勤しているとの回答はなかった。川越市に住んでいる年
数は、31年以上との回答が 12（うちケーブル加入者は 4）と最も多く、20年以内、30年以内と
                                                   
21 「京丹波町ケーブルテレビアンケート」
（http://www.town.kyotamba.kyoto.jp/cmsfiles/contents/0000002/2195/ankeeto_chousa.pdf） 
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の回答もそれぞれ 1つずつあった。これとは対照的に、1年以内、5年以内との回答はそれぞれ 2
と 1であった。つまり、今回の回答者においては、川越市に比較的長く住んでいたり、川越市内
で働いていたりする人の割合が高かったのである。なお、ケーブルテレビに自宅と職場のいずれ
かが加入していると答えたのは全体の約 3割に当たる 6名で、自宅も職場も加入していないと答
えたのは 12名であった。 
 
表 5-1・回答者の属性（1） 
①性別           ②年齢           ③職業           ④通勤先（主婦を除く）    
性別 人数（加入者） 年齢 人数（加入者） 職業 人数（加入者） 通勤先 人数 
男性 8（2） 30代 1（1） 会社員 2（1） 川越市内 15（5） 
女性 10（4） 40代 4（2） 団体職員 1（0） 埼玉県内 1（0） 
合計 18（6） 50代 4（0） 自営業 11（4） 合計 16（5） 
  60代 2（0） パート 2（0） 
  70代以上 7（3） 主婦 2（1） 
  合計 18（6） 合計 18（6） 
※括弧内の数字はケーブルテレビ加入者数（内数）を表す。 
 
表 5-2・回答者の属性（2） 
⑤川越市への居住年数    ⑥ケーブルへの加入の有無 
居住年数 人数（加入者） ケーブルへの加入 人数 
1年以内 2（0） 加入している 6 
5年以内 1（0） 加入していない 12 
20年以内 1（0） 合計 18 
30年以内 1（0） 
31年以上 12（5） 
不明 1（0） 
合計 18（6） 
※括弧内の数字はケーブルテレビ加入者数（内数）を表す。 
 
グラフ 5-1・回答者の男女比          グラフ 5-2・回答者の年齢別比率 
 （n=18） 
男性 
44% 
女性 
56% 
男女比 30代 
6% 
40代 
22% 
50代 
22% 
60代 
11% 
70代以
上 
39% 
年齢別比率 
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グラフ 5-3・回答者の職業別比率       グラフ 5-4・回答者の通勤先比率 
 （n=18） 
 
グラフ 5-5・回答者の川越市への居住年数の比率 グラフ 5-6・回答者のケーブルへの加入の有無の比率 
 （n=18） 
 
（2）ケーブルテレビ加入者への設問 
 ここでは、ケーブルテレビに加入していると回答した 6名への調査結果を述べたい。40ページ
から 42ページにかけて記載されている表とグラフは、この調査結果をまとめたものである。 
川越市を事業エリアとしている JCN関東は、テレビサービス22の他に電話、インターネットの
２つのサービスを提供している。テレビサービスは 6名とも利用していると回答したが、電話は
3 名、インターネットの利用は 4 名であった。なお、利用しているサービスの組み合わせは「テ
レビのみ」が 2 名、「テレビ・インターネット」が 1 名、そして 3 名が「テレビ・インターネッ
ト・電話」であった。つまり、ケーブル契約者のうちの半数はケーブル事業者の通信サービスを
利用しているのである。電話やインターネットは通信事業者との競争が激しい分野であるものの、
複数サービスのセット割引などの営業政策がトリプル・プレイ（テレビ・電話・インターネット
の同時加入）サービスの普及に寄与していることが考えられる。 
 また、地上波テレビのローカル放送チャンネル（テレ玉、TOKYO MX）の視聴についても設
                                                   
22 なお、JCNグループでは、テレビ・インターネット・スマートフォン用アプリケーションが一台の端末で利用できる「JCN
スマートテレビ」というサービスを行っているが、今回の調査では、これをテレビサービスとして扱った。 
会社員 
11% 
団体 
職員 
6% 
自営業 
61% 
パート 
11% 
主婦 
11% 
職業別比率 
川越 
市内 
94% 
埼玉 
県内 
6% 
通勤先 
1年 
以内 
11% 5年 
以内 
5% 
20年 
以内 
5% 
30年以
内 
6% 
31年 
以上 
67% 
不明 
6% 
川越市への居住年数 
加入 
あり 
33% 加入 
なし 
67% 
ケーブルへの加入の有無 
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問を設けた。この 2つのチャンネルのいずれかを「毎日視聴する」と回答したのは 1名で、「時々
視聴する」、「あまり視聴しない」と答えたのはそれぞれ 3 名、2 名であった。よく見るチャンネ
ルとしてテレ玉を挙げた回答者は 4人いたが、TOKYO MXを選んだ回答者はいなかった。好き
な番組として回答があったのは「スポーツ」（高校野球）、「ニュース」、「ごごたま」（平日夕方の
ワイドショー番組）で、それぞれ 1名ずつ回答があった。 
 次に、JCN 関東チャンネル（JCN 関東が運営しているコミュニティチャンネル）の視聴状況
について見ていきたい。「毎日視聴する」との回答は 2つあったが、「あまり視聴しない」との回
答は 4名分あった。つまり、JCN関東チャンネルを毎日見ているケーブル加入者は、加入者全体
の約 3 割に留まっているのである。また、今回のアンケート回答者の総数は 18 名なので、全体
から見るとこのような回答者は約 1割に過ぎないのである。なお、好きな番組として挙げられた
のは、川越市の様々な場所を紹介する「ちょっ蔵おでかけ！まちかど情報局」（2名）、「テレビシ
ョッピング」（1名）であった。 
 また、その他の地上波テレビ放送、衛星放送のチャンネルの視聴についても質問を行った。こ
れらのチャンネルを「毎日視聴する」と回答したのは 5 名で、「あまり視聴しない」と答えたの
は 1 名であった。よく見るチャンネルとしては「NHK 総合・E テレ」（3 名）、「NHK-BS（1・
プレミアム）」（1 名）、「BS ジャパン」（1 名）、「CS 映画専門チャンネル」（1 名）の名前が挙げ
られた。好きな番組として「ニュース」を挙げた回答者は 3名と最も多かった。その他には「映
画」、「料理」、「ドラマ」がそれぞれ 1名ずつに選ばれた。 
 
グラフ 5-7・ケーブルテレビ・サービスの利用人数（複数回答可） 
  
 
表 5-3・ケーブルテレビ・サービスの組み合わせ別人数 
利用サービス 人数 
テレビのみ 2 
テレビ・インターネット 1 
テレビ・インターネット・電話 3 
 
 
 
 
 
0 2 4 6 
テレビ 
電話 
インターネット 
利用サービス別人数 
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表 5-4・地上波ローカル放送チャンネルの視聴状況（ケーブル加入者） 
①視聴頻度            ②よく見るチャンネル（複数回答可） ③好きな番組（複数回答可） 
視聴頻度 人数 チャンネル名 人数 ジャンル 人数 
毎日視聴する 1 テレ玉 4 スポーツ 1 
時々視聴する 3 TOKYO MX 0 ニュース 1 
あまり視聴しない 2   ワイドショー 1 
合計 6   特になし 1 
 
※②、③は①で「毎日視聴する」もしくは「時々視聴する」を選んだ場合のみ回答 
番組名が挙がったもの→スポーツ：「夏の高校野球・埼玉大会」（テレ玉）／ワイドショー：「ごごたま」（テレ玉） 
 
グラフ 5-8・地上波テレビ・ローカル放送チャンネルの視聴頻度（ケーブル加入者） 
  (n=6) 
 
表 5-5・JCN関東チャンネルの視聴状況 
①視聴頻度                ②好きな番組（複数回答可） 
 
※②は①で「毎日視聴する」もしくは「時々視聴する」を選んだ場合のみ回答 
 番組名が挙がったもの→地域情報：「ちょっ蔵おでかけ！まちかど情報局」 
 
 
 
 
 
 
毎日 
視聴 
する 
17% 
時々視聴 
する 
50% 
あまり視聴
しない 
33% 
地上波ローカル放送の視聴頻度 
（ケーブル加入者） 
視聴頻度 人数 ジャンル 人数 
毎日視聴する 2 地域情報 2 
時々視聴する 0 テレビショッピング 1 
あまり視聴しない 4 
合計 6 
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グラフ 5-9・JCN関東チャンネルの視聴頻度 
  (n=6) 
 
表 5-6・その他のテレビ放送の視聴状況（ケーブル加入者） 
①視聴頻度                ②よく見るチャンネル（複数回答可）  ③好きな番組（複数回答可） 
視聴頻度 人数 チャンネル名 人数 ジャンル※ 人数 
毎日視聴する 5 NHK総合・Eテレ 3 ニュース 3 
時々視聴する 1 NHK-BS（1・プレミアム） 1 映画 1 
あまり視聴しない 0 ＢＳジャパン 1 料理 1 
合計 6 ＣＳ映画専門チャンネル 1 ドラマ 1 
  
  特になし 2 
 
※②、③は①で「毎日視聴する」もしくは「時々視聴する」を選んだ場合のみ回答 
番組名が挙がったもの→ドラマ：「連続テレビ小説・ごちそうさん」（NHK総合）／料理：「きょうの料理」（NHKEテレ） 
 
グラフ 5-10・その他のテレビの視聴頻度（ケーブル加入者） 
 (n=6) 
 
 
 
毎日視聴 
する 
33% 
時々視聴 
する 
0% 
あまり視聴
しない 
67% 
JCN関東チャンネルの視聴頻度 
毎日視聴 
する 
83% 
時々 
視聴する 
17% 
あまり視聴
しない 
0% 
その他のテレビ放送の視聴頻度 
（ケーブル加入者） 
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（3）ケーブル未加入者への設問 
 次に、ケーブルテレビに加入していないと答えた 12 名への調査結果について述べたい。43ペ
ージから 45 ページに記載されている表とグラフは、この調査結果をまとめたものである。この
12名には、始めにケーブルテレビに加入していない理由についての選択肢を提示した。その結果、
「既に衛星放送用のパラボラアンテナを設置しているから」を選んだ回答者が 5名と最も多かっ
た。その次に多かったのが「衛星放送が見られなくても良いから」で、これは 4 名に選ばれた。 
その他には、「料金が高いから」を「衛星放送が見られなくても良いから」と合わせて選んだ回答
者が 1 名、「その他」を選んだ回答者は 3 名であった。「その他」の内容としては、「既に他社の
IPTV（ひかり TV）に加入しているから」、「普段あまりテレビを見ないから」、そして「ケーブ
ル用の回線が自宅の近くに移設されていないから」といった理由が挙げられた。なお、「他社の
IP電話サービスを利用しているから」、「他社のインターネットサービスを利用しているから」と
いった回答はなかった。 
 また、ケーブル未加入者にもテレビ放送の視聴状況について質問を行った。地上波ローカル放
送チャンネルについては、「毎日視聴する」を選んだのが 1 名だったのに対し、「時々視聴する」
を選択した回答者は 6 名であった。また、「あまり視聴しない」を選んだのは 5 名であった。よ
く見るチャンネルとしてテレ玉を選んだのは 7名で、TOKYO MXを選んだのは 1名であった。
しかし、好きな番組としては「イベント中継」と「アニメ」が 1 名ずつ挙げられたのみで、「特
になし」といった回答が 5名と最も多かった。 
 その他のテレビ放送の視聴頻度については、「毎日視聴する」と答えた回答者は 9名で、「時々
視聴する」は 1名、「あまり視聴しない」は 2名であった。また、よく見るチャンネルとして 
「NHK 総合・E テレ」を挙げたのが 7 名と最も多かった。以下、「フジテレビ」（3 名）、「テレ
ビ朝日」（1名）、「TBSテレビ」（1名）、「NHK-BS（1・プレミアム）」（1名）と続いた。好きな
番組としては「ニュース」（4名）、「ドラマ」（3名）、「スポーツ中継」（2名）、「料理」（1名）、「ワ
イドショー」（1名）がそれぞれ挙げられた。 
 
グラフ 5-11・ケーブルテレビに加入しない理由（複数回答可） 
  
 
 
 
 
0 1 2 3 4 5 
その他 
他社インターネット利用 
他社IP電話利用 
既に衛星アンテナあり 
衛星放送不要 
料金が高い 
ケーブルに加入しない理由 
（複数回答可） 
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表 5-7・ケーブルに加入しない理由の組み合わせ別人数 
ケーブルに加入しない理由 人数 
既に衛星アンテナあり 5 
衛星放送不要 3 
衛星放送不要＋料金が高い 1 
その他 3 
 
表 5-8・地上波ローカル放送チャンネルの視聴状況（ケーブル未加入者） 
①視聴頻度             ②よく見るチャンネル（複数回答可）③好きな番組（複数回答可） 
視聴頻度 人数 チャンネル名 人数 ジャンル 人数 
毎日視聴する 1 テレ玉 7 イベント中継 1 
時々視聴する 6 TOKYO MX 1 アニメ 1 
あまり視聴しない 5   特になし 5 
合計 12 
 
※②、③は①で「毎日視聴する」もしくは「時々視聴する」を選んだ場合のみ回答 
 
グラフ 5-12・地上波ローカル放送の視聴頻度（ケーブル未加入者） 
   (n=12) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
毎日 
視聴する 
8% 
時々視聴 
する 
50% 
あまり視聴
しない 
42% 
地上波ローカル放送の視聴頻度 
（ケーブル未加入者） 
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表 5-9・その他のテレビ放送の視聴状況（ケーブル未加入者） 
①視聴頻度             ②よく見るチャンネル（複数回答可） ③好きな番組（複数回答可） 
視聴頻度 人数 チャンネル名 人数 ジャンル 人数 
毎日視聴する 9 NHK（総合・Eテレ） 7 ニュース 4 
時々視聴する 1 フジテレビ 3 ドラマ 3 
あまり視聴しない 2 日本テレビ 2 スポーツ 2 
合計 12 TBSテレビ 1 料理 1 
  テレビ朝日 1 ワイドショー 1 
  NHK-BS（1・プレミアム） 1 特になし 2 
 
※②、③は①で「毎日視聴する」もしくは「時々視聴する」を選んだ場合のみ回答 
番組名が挙がったもの→ドラマ：「連続テレビ小説・ごちそうさん」（NHK総合）・「大河ドラマ・八重の桜」（NHK総合）／
スポーツ：「みんなの KEIBA」（フジテレビ）・「大相撲」（NHK 総合）／料理：「きょうの料理」（NHKE テレ）・「上沼恵美子
のおしゃべりクッキング」（テレビ朝日）／ワイドショー：「はなまるマーケット」（TBSテレビ） 
 
グラフ 5-13・その他のテレビ放送の視聴頻度（ケーブル未加入者） 
  (n=12) 
 
（4）川越市で行われるイベントについての情報収集 
  ここでは、回答者全員を対象に「川越まつり」などの川越市内で行われるイベントについて、
どのように情報収集を行っているかを調査した。次のページのグラフ 5-14は、この調査の結果を
まとめたものである。中でも、「広報川越」と「イベントのポスター」はそれぞれ 12名から選ば
れた。これは、今回の調査では最も多い人数であった。次いで多いのは「口コミ」（8名）、「イベ
ントのチラシ」（4名）であった。一方、「テレ玉」は 2名に留まり、「ケーブルテレビ」、「川越市
ホームページ」はそれぞれ 1 名から選ばれるのみであった。なお、「埼玉新聞」、「特にない」及
び「その他」を選んだ回答者はいなかった。地域のイベントについての番組はケーブルテレビの
地域情報番組では広く見受けられるものであるが、今回の調査では存在感が薄い結果となった。 
 
 
毎日視聴 
する 
75% 
時々視聴 
する 
8% 
あまり視聴
しない 
17% 
その他のテレビ放送の視聴頻度 
（ケーブル未加入者） 
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グラフ 5-14・川越市のイベントについての情報収集の方法（複数回答可） 
 
 
（5）自由記述・回答者の発言のまとめ 
 最後の自由記述では、「川越市で行われるイベントの情報がわかりづらい」（50代女性）という
意見が寄せられた。また、他の回答者からは「JCN関東チャンネルは、川越まつりの中継がある
ときにしか見ない」（70 代女性）、「川越まつりは近所で行われるので、情報は口コミで自然に入
ってくる」（40代女性ほか）といった発言があった。 
 
5-3.京丹波町アンケートの結果との比較 
 ここでは、京丹波町が 2012 年 2 月に行ったアンケートの結果23と、今回のアンケートの結果
を比較してみたい。京丹波町のアンケートは、町に居住しているケーブルテレビ加入者のうち無
作為に抽出された 1,300人を対象として行われたもので、有効回答数はうち 796（回収率 61.4％）
であったという。  
47ページに記載されている表とグラフは、このアンケートの回答者の属性をまとめたものであ
る。性別から見ていくと、男性が 577名で全体の 72.5％を占めた。川越市で筆者が行ったアンケ
ートでは、女性が 56％と過半数を占めただけに、対象的な結果となった。また、回答者の年齢別
比率では、70代以上と 60 代のそれぞれの比率を合わせると 61％になり、川越市の 60代以上の
比率（50％）を上回った。職業別比率では無職が 32％と最も多く、会社員・会社役員（20％）、
農林業（15％）などが次ぐ。一方、川越市のアンケートで最も多い職業（61％）であった自営業
は京丹波町では 9％に過ぎなかった。なお、京丹波町への居住年数は 31年以上である回答者が占
める比率は 74％で、川越市の同比率（67％）を上回った。このことから、京丹波町の回答者は川
越市の回答者よりも高齢者の比率が高いことがわかる。これは、町に長く居住し、職業生活から
リタイアした（無職である）回答者が多かったことからも裏付けられている。 
 
 
                                                   
23 「京丹波町ケーブルテレビ・ケーブルテレビ事業に関するアンケート調査結果報告書」 
（http://www.town.kyotamba.kyoto.jp/cmsfiles/contents/0000002/2195/ankeeto_chousa.pdf） 
なお、5-3におけるグラフは、この報告書のデータをもとに筆者が作成したものである。 
0 2 4 6 8 10 12 
その他 
特にない 
口コミ 
埼玉新聞 
テレ玉 
チラシ 
ポスター 
川越市ホームページ 
広報川越 
ケーブルテレビ 
川越市のイベントについての情報収集の手段 
（複数回答可） 
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表 5-10・京丹波町アンケートの回答者の属性  
①性別         ②年齢          ③職業           ④京丹波町への居住年数 
性別 人数 年齢 人数 職業 人数 居住年数 人数 
男性 577 20代以下 12 農林業 121 1年以内 4 
女性 219 30代 58 自営業 72 5年以内 24 
合計 796 40代 102 会社員 160 10年以内 33 
  50代 141 公務員など 78 20年以内 92 
  60代 247 学生 3 30年以内 54 
  70代以上 236 パート 81 31年以上 586 
  合計 796 無職 252 無回答 3 
    その他 25 合計 796 
    無回答 4 
    合計 796 
      
 
グラフ 5-15・回答者の男女比         グラフ 5-16・回答者の年齢比率 
 (n=796) 
 
グラフ 5-17・回答者の職業比率        グラフ 5-18・回答者の居住年数 
 (n=796) 
 
男性 
72% 
女性 
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40代 
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50代 
18% 
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以上 
30% 
年齢別比率（京丹波町） 
農林業 
15% 自営業 
9% 
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10% 
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パート 
10% 
無職 
32% 
その他 
3% 
無回
答 
1% 
職業（京丹波町） 
1年 
以内 
0% 
5年 
以内 
3% 10年 
以内 
4% 
20年 
以内 
12% 
30年 
以内 
7% 
31年 
以上 
74% 
無回答 
0% 
居住年数（京丹波町） 
48 
 
 また、下のグラフ 5-19は、京丹波町のアンケート回答者が一週間に自主放送チャンネルを見る
回数の比率を表したものである。これを見ると、週に 1 回見る回答者の比率が 36％と最も多く、
それから回数が増えるごとに比率が減少していくことがわかる。なお、川越市のアンケートでは、
コミュニティチャンネルを「毎日見る」と回答したのはケーブル加入者の 6名のうち 2名（33％）
であり、他の 4名は「あまり見ない」を選んだ。このことから、ケーブルテレビのコミュニティ
チャンネルをしばしば視聴するケーブル加入者は、地域を問わず少ない傾向にあるといえるので
はないか。 
 
グラフ 5-19・一週間に自主放送チャンネルを見る回数の比率 
  (n=796) 
 
5-4.まとめ 
 筆者が川越市で行ったアンケート調査の結果については、前節で述べた通りである。今回のア
ンケートの回答者は、川越市に長期間（31年以上）居住していたり、自営業を含めて川越市内で
働いていたりする人が多かった。また、ケーブル加入者は回答者全体（18人）の約 3割にあたる
6 人であった。ケーブル加入者の回答を見ていくと、6 人中 4 人がケーブル事業者のインターネ
ット、3 人がケーブル事業者の電話サービスを利用していた。これは、複数のサービスに契約す
る際のセット割引などのケーブル事業者の営業政策が功を奏しているためだと思われる。一方、
コミュニティチャンネルについては、地上波ローカル放送やその他の放送に比べて視聴頻度は低
く、好きな番組の数も少なかった。 
 では、ケーブル未加入者の回答はどうであろうか。全体的に、これらの回答者は地上波ローカ
ル放送や衛星放送の視聴頻度が比較的低い傾向にあった。その一方で、ケーブルに加入しない理
由については多チャンネル放送の視聴に消極的なもの（衛星放送が見られなくても良いから・料
金が高いから）と、ケーブルと競合するサービスへの加入を示すもの（既に衛星放送用のアンテ
ナを設置しているから・他社の IPTV サービスに加入しているから）が約半数ずつ挙げられた。
このことから、多チャンネル放送の視聴に積極的である人が必ずしもケーブルに加入するわけで
はないことがわかる。 
川越市のイベントについての情報を知るきっかけになったものでは、市の広報紙、ポスターと
いった印刷系メディアや口コミが多く挙げられた。一方、ケーブルテレビを挙げた回答者はわず
か 1名であった。このことから、ケーブルテレビは地域情報を伝えるメディアとしての存在感が
1回 
36% 
2回 
22% 
3回 
19% 
4回 
8% 
5回以上 
15% 
一週間に自主放送チャンネル 
を見る回数の比率（京丹波町） 
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薄いという実態がうかがえる。つまり、現在のコミュニティチャンネルは、ケーブルテレビ事業
者が行っている多チャンネル放送サービスの一部に留まっているといえるのではないか。 
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6.地域情報の需給関係について 
 
6-1.需給関係の現状についての考察 
 本論文の 4ではケーブルテレビ事業者（地域情報の供給側）へのインタビューの結果について
述べ、5 では地域住民（地域情報の需要側）を対象にしたアンケート調査の結果をまとめた。こ
こでは、前二章の議論を踏まえて、地域情報の需要と供給の関係について考察していきたい。 
 ケーブルテレビ事業者は、自らのコミュニティチャンネルで番組を放送するという形式で住民
に向けて地域情報を流通させている。しかし、地域住民は 5のアンケート結果のように、コミュ
ニティチャンネルをあまり視聴していない。また、地域のイベントについての情報収集を行うと
きも、コミュニティチャンネルの番組をその手段に用いていない。 
コミュニティチャンネルの番組をあまり見ていないということは、住民が地域情報として得た
い事柄と番組の内容にずれがあるのではないかということである。これには、いくつかの要因が
考えられる。まず、コミュニティチャンネルはその放送エリアを市町村単位としているにも関わ
らず、地域に関連した番組の放送時間が全体の 3割程度に留まっていることが挙げられる。また、
その地域とは無関係な商品を扱うテレビショッピング番組の放送時間が地域情報番組のそれを上
回るケースも散見される。地域に関する情報をコミュニティチャンネルから得ようと思う視聴者
も、その番組が衛星放送の通信販売チャンネルと同様のものではニーズを満たせないと思われる。 
また、番組を視聴した地域住民がケーブルテレビ事業者に番組の感想や意見を伝える手段が限
られているのも要因の一つであると思われる。今回のケーブルテレビ事業者へのインタビュー調
査でも、視聴者からの意見や感想の収集方法として挙がったのは、プレゼント応募の際のメール
や葉書に感想や意見を書いてもらうことや、ロケ撮影時のスタッフに声を掛けてもらうことなど
であった。視聴者から意見や感想を集める手段が少ないことは、視聴者がコミュニティチャンネ
ルの番組に対してどのようなニーズを持っているのかを把握しにくいことにつながる。そして、
それはコミュニティチャンネルから視聴者が離れていくことにつながってしまうのではないかと
思われる。 
 
6-2.政策提言 
では、ケーブルテレビによる地域情報の流通を活発化させるにはどのような政策が有効であろ
うか。前述のように、コミュニティチャンネルが地域住民にあまり視聴されていない原因として
は、ケーブルテレビ事業者が地域情報番組を地域住民に向けて一方的に放送するのみで、地域住
民がケーブルテレビ事業者に番組についての意見や感想を伝える手段が少ないことが考えられる。
つまり、地域住民からの意見や感想を収集する体制を強化する必要があるということである。こ
のための方策としては、インターネット接続テレビの利用はどうであろうか。現在流通している
デジタル放送対応のテレビリモコンには、青、赤、緑、黄色の四色のカラーボタンがある。イン
ターネット回線に接続しているテレビでコミュニティチャンネルの番組を視聴する際にこれを利
用するのである。例えば、コミュニティチャンネルのデータ放送画面に「番組評価」といった項
目を設けるのである。視聴者は、「番組評価」の項目が選択されているテレビにリモコンを向け、
複数の項目（番組の内容の分かりやすさなど）について、「高く評価する」場合は青、「どちらか
といえば高く評価する」ならば赤、「どちらかといえばあまり評価しない」ならば緑、「評価しな
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い」ならば黄色のボタンをそれぞれ押し、番組を評価するのである。それに加えて、視聴者がケ
ーブルテレビ事業者へ具体的に意見や感想を伝えられるように、ケーブルテレビ事業者のホーム
ページに設定された意見収集フォームへリンクする携帯電話・スマートフォン用の QRコードを
データ放送の画面に表示するのも有効であると思われる。 
 また、ケーブルテレビに加入していない住民や、住民以外の人々にもコミュニティチャンネル
の番組を視聴できる機会を設けてはどうか。というのも、地域のスポットを紹介した番組やイベ
ントに関連した番組は、ケーブル加入者以外の住民やその地域を訪れようとする人々が、地域に
関心を抱くきっかけになる可能性があるからである。その具体例としては、佐野（2004）でも提
案されているように、地域情報番組のインターネット配信やパッケージ化（DVD 化）が考えら
れる。コミュニティチャンネルの番組は一カ月ごとに内容が更新されることが多いため、最初に
放送されてから一カ月以内の番組は有料とし、一か月を経過したものは無料とするなどの料金設
定も有効であろう。また、インターネットの利用を得意としていない住民向けに、市役所・町村
役場や観光協会、公共図書館などで過去に放送された番組の DVDを貸し出すことも考えられる。
また、地域の書店やレコード店において地域情報番組の DVD を販売することも方策の一つであ
る。つまり、ケーブルテレビ事業者が持つ過去のコンテンツを活用するのである。 
 その他には、地域振興の観点から、当該地域の店舗と連携することが考えられる。その一例と
しては、地域の商品を扱う通信販売サービスが挙げられる。具体的には、地域の店舗とケーブル
テレビ事業者が協力して通信販売サイト24を立ち上げたり、他局へのネット番組に地域の商品を
扱うものを含めたりするのである。ケーブルテレビ事業者は映像制作のノウハウを持っているた
め、ケーブルテレビ事業者が制作した商品紹介の映像をサイトにアップロードすることも可能で
あろう。つまり、コミュニティチャンネルが地域の店舗にとっての文字通りの流通チャネルにな
るのである。これらの方策は、仕事などで店舗が営業している時間帯に買い物をすることが難し
い住民や、他地域に居住する人々がその地域の商品を手に取ることを可能にするものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
24 このようなサイトの実例としては、狭山ケーブルテレビが運営に関わっている通販サイト「ケーブルプラザ さいたま
Channel」がある。（http://www.cableplaza.jp/） 
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7.結論と今後の研究課題 
 
 ケーブルテレビは序論で述べた通り、本来は中間範域のコミュニケーション、つまりある特定
の地域に居住する人々への情報伝達を担う存在である。この「ある特定の地域に居住する人々」
は、個人や小グループ内での情報伝達であるパーソナル・コミュニケーションに関わる人々より
も数が多い。しかし、マス・コミュニケーションが対象とする不特定多数というほどではない。
つまり、ケーブルテレビなどの地域メディアは、マス・コミュニケーションを担う地上波テレビ
放送や全国紙よりも情報の受け手が少ない分、受け手との距離はそれよりも近いのである。そし
て、地域メディアの重要性は、地域情報が手薄になりがちな地上波テレビの広域放送エリアにお
いては特に大きい。 
しかし、ケーブルテレビの現状は先述の通り、必ずしも地域メディアとしての理念に沿ったも
のではない。コミュニティチャンネルの番組構成は、その地域とは無関係な商品を扱うテレビシ
ョッピング番組が少なくない。また、放送サービスよりも収益性が高い通信サービスに注力する
ケーブルテレビ事業者が増加する傾向も見られ、通信事業者や他の地域メディアとの競争も激化
してきている。 
その一方で、ケーブルテレビのコミュニティチャンネルは、ある市町村についての番組を放送
する唯一のテレビ放送チャンネルであることも事実である。ある地域にテレビ放送チャンネルが
あるということは、すなわちその地域の人々の意見を他の人々へ示すメディアがあるということ
である。また、このようなチャンネルは他の多チャンネル放送サービスには存在しない。 
そして、コミュニティチャンネルの根幹をなす地域情報番組は、佐野（2004）でも指摘されて
いる通り、他社から供給されることはなく、ケーブルテレビ事業者が自ら制作・放送するもので
ある。地域に根差したチャンネルを持つメディアとしての自覚と、地域住民と共により良い放送
サービスを形成していく姿勢を保っていくことが、ケーブルテレビを地域情報の流通を担う確固
たる存在にすることであろう。 
 
 今後の研究課題としては、住民が地域情報に対して持っているニーズや、地域メディアの使い
分けの状況を把握することが考えられる。つまり、地域住民は地域情報としてどのような情報を
求めているのか、そしてそのニーズを満たすために県域紙やケーブルテレビなどの地域メディア
をどのように使い分けているのかをアンケート調査するのである。都市部への通勤・通学者が多
いベッドタウンやルーラル地域など、特徴が異なる複数の場所で調査を行いたい。また、ケーブ
ルテレビの加入者数に関わる要因を明らかにするために、加入者数を被説明変数とした回帰分析
を行うことも考えられる。視聴できるチャンネル数や料金プランの数、放送外サービスの数、そ
して地域情報番組の放送時間や本数などを説明変数にとり、ケーブルテレビの加入に関わる要因、
ひいては有料放送市場におけるケーブルテレビ事業者の経営戦略に影響する事柄を明らかにする
ような知見を得たい。 
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補論・日本におけるケーブルテレビの成立過程 
 
1.地上波テレビ放送の補完的サービスとして 
 先述のように、日本においては 1953 年に地上波テレビ放送が開始された。しかし、当初の放
送エリアは東京・名古屋・大阪の三大都市周辺のみであったため、テレビ電波が順調に受信でき
ない地域からのテレビ視聴に対する要請は次第に高まっていった。テレビ電波が順調に受信でき
ない状況は、主に「難視聴」という言葉で表現される。特に山間部においては、高い山にテレビ
電波が遮られ、映像や音声にノイズが混ざって視聴しにくくなることを指す。 
 このような状況を改善するために、全国各地でテレビ電波の共同受信施設が設置されていった
が、設置される地域は伊豆長岡、有馬、伊香保などの温泉地が多く見られた。その理由としては、
宿泊客からのテレビ視聴への要請に応えることによる営業活動の促進と、施設運営を行う組合の
結成が容易であったことにある。 
 中でも、群馬県の伊香保温泉に 1955年に設置された共同受信施設は、NHKの指導と住民の協
力のもとに完成した本格的なものであった。発案者は、旅館・千明仁泉亭の当時の当主であった
千明三右衛門であった。千明は東京に出張した際、テレビ電波の共同受信を紹介する記事が掲載
されたアメリカの雑誌を読んだ。そして、日本での共同受信の可能性や設置の費用について NHK
前橋放送局に相談した。この相談は、NHK が当時行っていた山間部での受信調査に合致したた
め、伊香保温泉で実験が行われることが決定した。 
 ここで、伊香保の共同受信施設を例に、ケーブルテレビの基本的なシステムを解説しておきた
い。まず、物聞山の山頂（高い場所）に設置されたマスターアンテナが、東京（遠い場所）から
のテレビ電波を受信する。そして、アンテナで受信した電波を電気信号に変換し、それをケーブ
ル経由で加入者のテレビに送信する。これにより、ケーブルテレビの加入者はクリアな映像と音
声でテレビ放送を視聴できるのである。 
なお、共同受信施設は実験終了後の 1956 年 1 月に伊香保テレビ共同聴視組合に払い下げられ
た。 
 
2.初の自主放送開始 
 伊香保のテレビ共同受信施設完成から 8 年後の 1963 年、郡上八幡（岐阜県）の共同受信施設
において自主制作番組の放送が開始された。1954年に名古屋テレビ塔が完成し、東海地方におい
てもテレビ電波が届く範囲が広がったものの、郡上八幡では難視聴が発生していた。そこで、中
央公民館館長を当時務めていた菅野一郎が共同聴視組合の結成を呼びかけ、同軸ケーブルと増幅
器を用いた共同受信施設が 1962年に完成した。 
菅野はこれに飽き足らず、地域の産業振興や文化の向上を目指して自主制作番組を放送する構
想を中部日本新聞（現・中日新聞）の郡上八幡通信局長に話し、さらには地域ニュース放送への
協力を求めた。また、工業用監視カメラを撮影用に改造したり、ブリキ缶をくり抜いて電球を入
れたものを照明に用いたりするなど、放送機器は住民が自ら製作した。 
 そして 1963 年、郡上八幡での自主制作番組の放送が開始された。放送には馬小屋を改造した
スタジオが用いられ、「官公庁・団体からのお知らせ」、「ニュース・町の話題」や、「テレビ婦人
学級」（講師が時事問題や郷土史を解説したり、料理などの実習を行ったりした）といった番組が
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放送された。地上波テレビ放送が開始されてからわずか 10 年後に、放送のプロではない地域の
人々が番組を自ら制作・放送していたのは特筆すべきことであろう。また、番組の内容も、今日
のケーブルテレビのコミュニティチャンネルで放送されているものと共通点が多い。 
 しかし、町の有志で構成されていたスタッフの負担が増大したことで、次第に番組の制作活動
は下火になっていった。また、1964年には八幡町稚児山にテレビ中継局が完成し、鮮明な映像と
音声で番組を視聴できるようになったことから、共同受信施設の存在意義は薄れていった。こう
した流れを受けて、郡上八幡のテレビ共同聴視組合は 1968年 6月限りで解散した。 
 
3.都市部へのケーブルテレビ普及と法制度の整備 
 高度経済成長期を迎えた日本では、各都市で高層ビルや高架による鉄道・道路の建設が相次い
だ。こうした建造物がテレビ電波を遮ることが原因で、都市部におけるテレビ放送の難視聴（都
市受信障害）が発生するようになった。これにより、都市部での共同受信施設の必要性が高まっ
てきたのである。 
 そして、1968年 10月に株式会社「日本ケーブルビジョン放送網」（NCV）が設立された。NCV
は、新宿地区の人々の「メキシコオリンピックを鮮明な画面で見たい」という要望に基づき、地
上波テレビ放送の再送信を行う事業構想を掲げていた。しかし、NCV の事業構想は再送信だけ
に留まらず、自社制作番組の制作・販売や受信機の修理・販売・貸付といった放送に関わる営利
事業も含まれていた。この点に NHKと在京テレビ局が反発し、NCVに対する地上波テレビ放送
の再送信許可が出ない事態を招いた。 
 交渉の末、メキシコオリンピック開催期間であった 1968年の 10月前後は特例としてNCVに
よる再送信が認められることになった。また、NHK・在京テレビ局・NCVの 3者による非営利
団体「新宿地区有線テレビジョン放送運営協議会」が同年 11 月に設立され、同協議会が新宿地
区の共同受信施設を運営することになった。なお、協議会は 1970 年に財団法人「東京ケーブル
ビジョン」（TCV）として公益法人化され、現在も業務を継続している。また、他の都市におけ
る同様の組織25の誕生にも影響を与えた。 
 TCVの誕生から 3年後の 1973年には「有線テレビジョン放送法」（有テレ法）が施行された。
これは、ケーブルテレビに対する法的な不備を補う目的で制定された法律である。有テレ法によ
り、ケーブルテレビ事業は許可制の「施設」と、届出制の「業務」に分割されることになった。 
また、郵政大臣指定の難視聴地域においてはテレビ放送の再送信が義務化されたほか、自主放送
番組の編集には放送法の規定を準用することなどが定められた。一方、同軸ケーブルを用いた双
方向通信に関する規定は設けられなかった。これは、電気通信事業における電電公社の独占を保
持したいという当時の政府の意向が働いたためだと思われる。 
 
4.地域情報化への取り組み 
 1970年代に入ると、ケーブルテレビ・サービスを利用した地域情報化への取り組みが活発にな
った。その先駆けとなったのが、農林省（現・農林水産省）系の社団法人「日本農村情報システ
ム協会」が 1970 年に開始した、「農村多元情報システム」事業であった。内容は、MPIS
                                                   
25 ケーブルテレビ事業を行っている財団法人は、TCVのほか「名古屋ケーブルビジョン」、「京阪神ケーブルビジョン」、「福
岡ケーブルビジョン」がある。 
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（Multi-Purpose Information System：多元情報システム26）を用いた自主放送により、農林水
産業の経営に関わる情報を提供するというものである。当時、多くの民間ケーブルテレビ事業者
は採算性などの面から農村部への進出を見送っていた。そこで、農林省が助成し、市町村や農協
が事業主体となってケーブルテレビの普及が図られたのである。しかし、この動きは 1973 年に
発生したオイルショックとそれに伴う不況によって下火になってしまう。 
 また、郵政省系の団体27と通商産業省（現・経済産業省）系の団体28の合併により、1973年に 
財団法人「生活映像情報システム開発協会」が発足した。協会は一本化されたものの、ケーブル
テレビシステムを用いたプロジェクトは郵政省系と通産省系で別個に行われた。 
 郵政省系のプロジェクトは、1976年に CCIS（Coaxial Cable Information System：同軸ケー
ブル情報システム）調査会を設置したことに端を発するものである。その後、東京の多摩ニュー
タウンにおいて、自主放送や文字情報配信などの実験を 1975年 2月から 1980年 10月にかけて
行った。このときに収集されたデータは、後の家庭用ファックスや文字多重放送の基礎となった。 
 一方、通産省系のプロジェクトは、「Hi-OVIS（Highly Interactive Optical Visual Information 
System：高度双方向光映像情報システム）計画」と名付けられた。こちらは奈良県生駒市の東生
駒地区において、1978年 7月から 1986年 3月にかけて実験が行われた。内容は、自主放送チャ
ンネルHCT-20によるスタジオ放送などの放送系サービス、視聴者が選んだビデオや静止画像を
配信するリクエスト系サービスやホームショッピングなどであった。この中では、リクエスト系
サービスは視聴者が見たいときに見たい番組を見られるという点で、現在の VOD（Video On 
Demand）サービスに通じるものだといえる。なお、実験終了後には近鉄ケーブルネットワーク
がケーブルテレビ施設を引き継いだ。 
 
5.都市型ケーブルテレビの登場と衛星放送の普及 
 1986 年 5 月、有線テレビジョン放送法が改正された。これは、地上波テレビ放送の区域外再
送信に関するトラブルを解消する目的でなされた措置である。区域外再送信とは、あるケーブル
テレビ局が、自らの事業エリアである A地域に隣接した B地域のテレビ放送を、A地域において
再送信することである。地上波テレビ局が少ない県では、自県には存在しない系列のテレビ局が
近隣の県にある場合、モア・チャンネルの観点からケーブルテレビによる再送信の希望がなされ
ることが多い。しかし、テレビ局側の同意が得られず、トラブルが生じるケースも多かった。 
なお、改正法による郵政大臣裁定が出たケースとしては、山陰ケーブルビジョン（鳥取県）が
サンテレビに、高知ケーブルテレビがテレビせとうち（TXN／岡山県・香川県）にそれぞれ再送
信同意を求めた事例がある。山陰ケーブルビジョンには 1987 年 7 月、高知ケーブルテレビには
1993年 6月にそれぞれ再送信同意を認める裁定が下された。 
 
 また、この時期には「都市型ケーブルテレビ」と呼ばれるケーブルテレビが台頭してきた。1987
年 4月開局の多摩ケーブルネットワーク（青梅市）、同年 10月開局の東急ケーブルテレビ（渋谷
                                                   
26 ケーブルテレビ施設を中心とした情報システムのこと。農林省は、1970年代初頭の農村総合整備事業の一環として農山村
地域に情報システムを整備し、農業生産の効率化と地域の活性化を図った。 
27 財団法人「多摩ニュータウン生活情報システム開発協会」を指す。 
28 財団法人「映像情報システム開発協会」を指す。 
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区・横浜市／現・イッツコム）などである。都市型ケーブルテレビは、中継増幅器が双方向対応
で自主放送が 5チャンネル以上あり、かつ引込端子数が 1万以上の施設として郵政省により定義
された。 
都市型ケーブルテレビが普及した背景には、郵政省が発案した「スペース・ケーブルネット構
想」がある。これは、通信衛星とケーブルテレビを結合させたネットワークを構築し、それによ
ってケーブルテレビ施設の大規模化とケーブルテレビ・サービスの広域化を進展させることを目
的とするものであった。 
日本における衛星放送は、多摩ケーブルネットワークや東急ケーブルテレビが開局する前年の
1986 年 12 月に開始された NHK の BS 試験放送が皮切りであった。これの 3 年後の 1989 年に
は民間の通信衛星である JCSAT-1号機が 3月に、スーパーバード A 号機が 6 月にそれぞれ打ち
上げられ、ケーブルテレビ向けの番組配信サービスが開始された。これにより、CNN ニュース
やスターチャンネル（映画）、スペースシャワー（音楽）といった専門チャンネルが日本において
も視聴できるようになり、多チャンネル化の時代が到来した。 
その一方で、衛星放送サービスを行うには多額の投資が必要であったことから、全てのケーブ
ルテレビ事業者が衛星放送の利点を活用できたわけではなかった。当時、1 チャンネルを 1 年間
放送する際の衛星の中継器使用料は約 4億円であり、これは中堅のケーブルテレビ事業者の年間
売上高に相当するものであった。また、郵政省のケーブルテレビ事業者に対する行政指導も当時
はまだ存在していた。これは、1 市町村で事業を行うケーブルテレビ局を 1 局に限定する「営業
地域規制」、事業地域内の出資者がケーブルテレビ局の資本金の過半数をもつ「地元資本要件」、
そして「通信事業の兼業規制」の 3項目からなるものであった。 
 
6.MSOの登場と通信サービスへの参入 
 1993年末、郵政省はケーブルテレビに関する従来からの規制の見直しや撤廃を開始した。ケー
ブルテレビを情報通信分野における基幹的なインフラにすることで、放送と通信の融合化を図る
ことと、ケーブルテレビ市場に競争原理を導入することが主な目的であった。具体的には、ケー
ブルテレビ事業者による通信事業兼営の容認のほか、地元資本要件の撤廃、外資制限の実質的撤
廃などが行われた。つまり、郵政省は先述の行政指導の内容を 180度転換したのである。 
特に、「通信事業兼営の容認」に至った要因としては、平井（2006）にもある通り、この 8 年
前の 1985年に電気通信事業法と日本電信電話株式会社法（NTT法）が施行され、日本の通信サ
ービス市場にに競争原理の導入が図られたことが大きい。これまで、電話やデータ通信といった
通信サービスは日本電信電話公社（電電公社）が一手に担っていたが、次第に独占体制による非
効率性が浮き彫りになってきた。そこで、通信分野における競争の促進が図られたのである。つ
まり、ケーブルテレビ事業者による通信サービス市場への参入は、通信分野とケーブルテレビ分
野の双方に競争原理が導入されたことの産物なのである。 
 この規制緩和により、MSO（Multiple System Operator）が日本のケーブルテレビ市場に参入
する基盤が整った。MSO とは、複数のケーブルテレビ局を運営する事業者のことである。1995
年 1月に住友商事や松下電器（現・パナソニック）とアメリカのリバティメディア、マイクロソ
フトが共同で設立したジュピターテレコム（J:COM）、丸紅、東京電力、富士通、セコムの 4 社
が大株主であるジャパンケーブルネット（JCN・2001年 3月設立）がMSOの例として挙げられ
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る。 
 Levin and Meisel（1991）で指摘されているように、アメリカでは地域通信会社が既存のケー
ブルテレビ会社の買収などといった形式でケーブルテレビ市場に参入し、競争が激化した。一方、
日本においては MSO が既存のケーブルテレビ会社の買収を積極的に行い、その勢力を伸ばして
いったのである。 
 また、MSO は、日本におけるケーブルテレビ事業者のビジネスモデルを一変させた存在でも
ある。従来のケーブルテレビ事業者のビジネスモデルは、加入者に地上波放送、自主放送（コミ
ュニティチャンネル）、衛星放送からなるテレビの多チャンネルサービスを提供し、代価としてそ
の利用料金を課すというものであった。しかし、MSO はこれに加え、電話やインターネットと
いう通信サービスの提供も行った。通信サービスの提供は、1 世帯の契約が一定期間の安定した
収益につながる。そのため、ケーブルテレビ事業者による通信サービスの提供は定着し、トリプ
ル・プレイ（テレビ放送・電話・インターネットの３つのサービスを同一のケーブルテレビ事業
者が提供すること）という言葉がここから生まれた。 
 
7.ケーブルテレビの今日 
 日本のケーブルテレビは上記のような成立過程を経て現在に至っているが、様々な面で激しい
競争にさらされている。 
例えば、ケーブルテレビ以外の地域メディアというと、従来は地方自治体の広報紙とミニコミ
誌がある程度であった。しかし、現在では地方自治体のホームページやコミュニティ FMなどの
新たな地域メディアが登場している。前者は自治体についての情報を随時更新して伝えたり、ケ
ーブルテレビが放送している広報番組をインターネット上でも配信したりするものである。後者
は 1992 年に施行されたコミュニティ放送法に基づいて誕生した地域のラジオ放送である。1995
年の阪神大震災や 2011 年の東日本大震災においては、被災者に必要な情報を伝達することがで
きたメディアとして注目を集めた。また、地域住民が番組制作に参加しやすい点がケーブルテレ
ビと類似している。 
 また、多チャンネルサービスによって様々なジャンルのテレビ番組が視聴できるのはケーブル
テレビのセールスポイントである。しかし、最近では通信事業者が番組配信サービスを提供する
ケースが増加してきている。NTT グループの NTT ぷららが手掛ける「ひかり TV」がこれの例
として挙げられる。これは、NTT東日本・西日本の光ファイバー回線を利用した映像配信サービ
スである。80以上の専門チャンネルが視聴できるテレビサービスのほか、好きな番組を好きなと
きに視聴できるビデオサービス、スマートフォンやタブレット端末などで番組が見られる「ひか
り TVもばいる」サービスなどを提供している。 
また、Yahoo!JAPANの動画サイトである「Gyao!」も、無料で映画やアニメなどの動画を公開
しているほか、「Gyao!ストア」の名称で有料の番組配信も行っている。こうしたサービスとケー
ブルテレビの多チャンネルサービスとの違いは、コミュニティチャンネルの有無だけだといえる。 
 さらに、近年のケーブルテレビ事業者の安定した収益源であった通信サービスやテレビショッ
ピングの分野においても、競争を避けることはできない。前者は従来から通信事業者とケーブル
テレビ事業者がシェアを争っている状況が続いている。後者でも、QVCジャパンやショップチャ
ンネルのように、ケーブルテレビに自社の通信販売番組を放送させつつ、自前の衛星放送チャン
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ネルを持つケースがある。また、日本文化センターやジャパネットたかたなど、地上波テレビで
積極的に通信販売番組を放送する事業者もある。 
 つまり、ケーブルテレビ事業者が提供しているサービスは、いずれも他分野の事業者のそれと
競合する状況にさらされているといえる。言い換えれば、他分野の事業者が提供するサービスと
の差別化を図るのは容易ではないということである。 
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＜付録 1＞地域住民アンケート・依頼文 
 
アンケート調査－ご協力のお願い－ 
 
川越市にお住まいの皆様へ 
東京海洋大学大学院 博士前期課程 海運ロジスティクス専攻 2年 黒山良洋 
 
 はじめまして。私は、東京海洋大学大学院生の黒山良洋と申します。現在、「ケーブルテレビに
よる地域情報の流通についての研究」というテーマで修士論文を執筆しています。 
皆様がお住まいの埼玉県は、地上波テレビの放送エリアにおいて関東広域圏の一部に組み込ま
れています。地上波テレビ局の番組では東京の出来事が多く伝えられる一方、埼玉県の話題はあ
まり取り上げられない傾向にあります。そこで、私は埼玉県のような地域における「地域メディ
ア」（ケーブルテレビなど）の役割を考察するために、調査活動を進めています。 
つきましては、地域情報の「受け手」である住民の皆様にアンケート調査にご協力いただけれ
ば幸いです。このアンケートは無記名方式で行います。また、記入は 15分程度で終わります。 
 
なお、この調査は、川越市・埼玉県・テレビ局・新聞社などとは一切関係なく行われるもので
す。このアンケートは、川越市および埼玉県の政策、新聞記事やテレビ局の番組に影響を与える
ものではないことをご承知置きください。また、調査結果は個人が特定できない形式で処理いた
しますので、皆様にご迷惑がかかることは一切ございません。 
ご不明な点がございましたら、下記の電話番号もしくはメールアドレスにお問い合わせくださ
い。ご協力をお願いいたします。 
 
＜黒山良洋＞  
電話：090-8310-8657／メール：m125006@kaiyodai.ac.jp 
 
所属：東京海洋大学大学院 海洋工学系 交通政策研究室 
指導教授：寺田一薫 （電話：03-5245-7441／メール：terada@kaiyodai.ac.jp） 
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＜付録 2＞地域住民アンケート・回答用紙 
 
地域住民アンケート（川越市用） 
＜地域情報の「受け手」についての調査＞ 
東京海洋大学大学院 博士前期課程 海運ロジスティクス専攻 2年 黒山良洋 
 
Ⅰ．全ての方へ ＊回答者の属性 
 あなたの性別や年齢にあてはまる選択肢の番号を丸で囲んでください。 
 
 ①性別 1・男性 2・女性 
 
 ②年齢 1・10代 2・20代 3・30代 4・40代 5・50代 6・60代 7・70代以上 
 
 ③職業 （「9・その他」を選んだ方は職業名を括弧の中にお書きください） 
1・会社員 2・公務員 3・教員／その他団体職員 4・自営業 
5・学生 6・アルバイト／パート 7・主婦（主夫） 8・無職 
9・その他（                              ） 
 
 ④通勤・通学先（③で 1～6を選んだ方のみ） 
1・川越市内 2・埼玉県内 3・東京都内 4・その他 
 
 ⑤あなたが川越市に住んでいる年数 
 1・1年以内 2・5年以内 3・10年以内 4・15年以内 5・20年以内 
 6・25年以内 7・30年以内 8・31年以上 
 
 ⑥ケーブルテレビへの加入 
1・自宅または職場が加入している 2・自宅も職場も加入していない 
 
  ＊「1・自宅または職場が加入している」を選んだ方 
→Ⅱ（62ページ）・Ⅳ・Ⅴ（64ページ）の質問にご回答ください。 
 
  ＊「2・自宅も職場も加入していない」を選んだ方 
→Ⅲ（63ページ）・Ⅳ・Ⅴ（64ページ）の質問にご回答ください。 
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Ⅱ．ケーブルテレビ加入者の方へ 
 
 ①JCN 関東（ケーブルテレビ会社）が提供している下記のサービスのうち、あなたが利用して
いるものの番号を丸で囲んでください。（複数回答可）また、「4・その他」を選んだ場合はサービ
ス内容を括弧の中にお書きください。 
 
 1・テレビ 2・IP電話 3・インターネット接続 4・その他（            ） 
 
②下記の放送サービスについて、あなたの視聴頻度にあてはまるものの番号を丸で囲んでくだ
さい。また、「1・毎日視聴する」もしくは「2・時々視聴する」を選んだ方は、視聴するチャンネ
ルと好きな番組の名前をそれぞれ括弧の中に記入してください。 
 
 A・地上波テレビ放送・ローカル放送チャンネル（テレ玉・3ch／TOKYO MX・9ch） 
 
（1・毎日視聴する 2・時々視聴する 3・あまり視聴しない） 
 
  よく見るチャンネル（                            ） 
 
  好きな番組（                                ） 
 
 
B・JCN関東チャンネル（ケーブルテレビ・11ch） 
 
（1・毎日視聴する 2・時々視聴する 3・あまり視聴しない） 
 
  好きな番組（                                ） 
 
 
C・その他のテレビ放送（地上波・BS・CS） 
 
（1・毎日視聴する 2・時々視聴する 3・あまり視聴しない） 
 
  よく見るチャンネル（                            ） 
 
  好きな番組（                                ） 
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Ⅲ.ケーブルテレビ未加入者の方へ 
 ①あなたがケーブルテレビに加入しない理由を示す選択肢の番号を丸で囲んでください。（複数
回答可）また、「6・その他」を選んだ方は括弧の中に内容を記入してください。 
 
 1・料金が高いから  
2・BS放送や CS放送が見られなくても良いから  
3・既に衛星放送用のパラボラアンテナを設置しているから 
4・既に他社の IP電話サービスを利用しているから 
5・既に他社のインターネット接続サービスを利用しているから 
 6・その他（                                 ） 
 
②下記の放送サービスについて、あなたの視聴頻度にあてはまるものの番号を丸で囲んでくだ
さい。また、「1・毎日視聴する」もしくは「2・時々視聴する」を選んだ方は、視聴するチャンネ
ルと好きな番組の名前をそれぞれ括弧の中に記入してください。 
 
 A・地上波テレビ放送・ローカル放送チャンネル（テレ玉・3ch／TOKYO MX・9ch） 
 
（1・毎日視聴する 2・時々視聴する 3・あまり視聴しない） 
 
  よく見るチャンネル（                            ） 
 
  好きな番組（                                ） 
 
 
B・その他のテレビ放送（地上波・BS・CS） 
 
（1・毎日視聴する 2・時々視聴する 3・あまり視聴しない） 
 
  よく見るチャンネル（                            ） 
 
  好きな番組（                                ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
64 
 
Ⅳ．全ての方へ ＊川越市についての情報収集 
 
これまで、あなたが川越市内のイベント（川越まつりなど）についての情報を知るきっかけに
なったものは何でしょうか。下記の選択肢のうち、あてはまるものの番号を丸で囲んでください。
（複数回答可） 
 
1・ケーブルテレビ 2・広報川越 3・川越市ホームページ 4・イベントのポスター  
5・イベントのチラシ 6・テレ玉 7・埼玉新聞 8・口コミ  
9・特にない 10・その他 
 
Ⅴ．全ての方へ ＊自由記述 
 現在、あなたがテレビ放送や川越市の情報について感じていることがありましたら、下のスペ
ースに自由に記述してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ご協力ありがとうございました。 
